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北部太平洋大中型まき網地域漁業復興プロジェクト漁業復興計画（波崎地区）

1.目的

平成23年3月11日に発生した東日本大震災は、茨城県神栖市波崎地区においても甚大な被害をも

たらし、水産関係においては、津波による漁船の沈没や損壊、漁具の流失、漁港岸壁や防波堤の崩落、

液状化現象による関連施設の地盤沈下等の被害が生じ、併せて東京電力側福島第一原子力発電所に

おける放射能漏れ事故が発生したことで、生産から流通販売に至る機能が著しく低下し、これまで地域

関係者が一体となって進めてきた構造改革の取組みにも支障をきたす等、地域水産業の発展に悪影響

を及ぽした。

その後、行政及び金融等関係機関による支援、関連産業も含めた地域関係者の懸命な努力により、

被災した漁船及び漁具、魚市場関連施設等の復旧が進められ、既に導入されている改革型まき網船団

を中心とした地域水産業の復興に取組んでいるが、一部に復興に向けた取組みが遅れているまき網漁

業者がおり、収益性改善の遅れが懸念されている。（漁船・漁具、 関連施設の被災と復旧の状況は、別

冊説明資料に記載。）

また、操業においては、福島第一原子力発電所における放射能汚染水の流出問題に起因する操業自

粛海域の設定、特に被災度合の強かった三陸を中心とする水揚港の復旧の遅れに伴う水揚げの制約

等、漁業経営に深刻な影響を及ぼしかねない問題が未だ残っており、早期の状況改善が待たれるとこ

ろである。

以上のような状況を踏まえ、北部太平洋まき網漁業協同組合連合会が策定した漁業復興計画（マス

タープラン）に基づき、漁業生産関係においては、改革型まき網漁船を追加導入し、併せて船団規模の

縮減等によって抜本的なコスト削減を図りながら資源管理型漁業の推進に取組み、収益性を重視した

漁業経営体質への転換を自指す。

また、これら改革型まき網船団による復旧した水産関連施設の積極活用と流通加工業との緊密な連携

により、国内外に向けた安心・安全な水産物の安定供給体制の確立を目指し、関係者が一丸となって

地域水産業の活性化に向けた取組みを行う。

2 地区の概要

茨城県神栖市は、茨城県の最南端に位置し、平成17年8月

に旧：神栖町及び旧波崎町の合併により誕生した。

旧：波崎町の波崎地区は、施設園芸が盛んな農業、豊かな

水産資源に支えられる漁業及び水産加工業、鹿島港開発に

より発展した工業、自然観光資源を生かした観光業が盛んな ‘ 

地域である。

漁業については、日本最大級の河川の1つである利根川から

魚介類の餌となる植物性プランクトンが豊富に流れ込み、沖

合が寒流と暖流がぶつかり合う好漁場であることから、古くか

らまき網漁業、かつおまぐろ漁業、底びき網漁業等が盛んで

あったため、これら漁業の操業基地として漁港整備が進み、

現在は圏内有数を誇るまき網漁業の操業拠点となっている。



3.計画内容

( 1）参加者名簿

①北部太平洋大中型まき網地域漁業復興プロジェクト協議会

機関名 氏名 職名

日本政策金融公庫農林水産事業本部営業推進部
野頭賢一 グループリーダー

林業水産営業グループ

全国水産加工業協同組合連合会 杉浦正悟 常務理事

石巻魚市場株式会社 須能邦雄 代表取締役

社団法人全固まき網漁業協会 中森光征 専務理事

北部太平洋まき網漁業協同組合連合会 ※川本省自 代表理事会長

北部太平洋まき網漁業協同組合連合会 鈴木徳穂 副会長理事

東京水産大学 竹肉正一 名誉教授

※委員変更の手続きを行う予定。

②波崎地区部会

機関名 氏名 職名

茨城県農林水産部漁政課経営圃組合グループ 青木雅志 課長補佐

神栖市波崎総合支所水産・地域整備課 篠塚和美 課長

日本政策金融公庫東京支店
漬野直樹 課長

農林水産事業林業水産第一課

茨城県信用漁業協同組合連合会 栗田敏夫 代表理事専務

波崎水産加工業協同組合 高木安四郎 代表理事組合長

神栖市波崎水産物地方卸売市場 多国好孝 市場長

はさき漁業協同組合 石田洋一 代表理事組合長

茨城県旋網漁業協同組合 菅谷邦生 専務理事

。，』



(2）復興のコンセプト

く生産に関する事項：大中型まき網漁業＞

・計画船団A

現行の 1船団3隻体制（網船80トン、探索船100トン、運搬船341トン）について、網船及び探索船

を削減した上で、当地区において先行稼働している300トン型運搬機能付き網船をモデルとして、冷海

水締め漁獲物の生産能力を持ち、安全性、居住性、労働環境性に優れた運搬機能付き絹船（3⑪0トン、

新造船）を導入し、運搬船（341トン、既存船）との2隻体制へ縮減するo

また、当該2隻の運搬能力を最大限に活用して、漁況・市況等を見ながら、適宜、分散水揚げを実施し、

併せて、復興2年目からは同時に計画提案した計画船団Bとの連携による共同運搬を実施することで、

資源管理型漁業の推進に取組みながら、水揚額の確保に努め、収益性改善のための生産体制の確立

を目指す。

【計画船団A 具体的事項】

①船団規模の縮減による生産コストの削減

②運搬機能付き綱船（300トン、新造船）の導入による安全性・居住性・作業性の改善

③運搬機能付き網船（300トン、新造船）における冷海水締め漁獲物の生産による付加価値向上

④運搬船（341トン、既存船）におけるコンテナバッグを用いた漁獲物の小口運搬による高鮮度晶

の生産

・計画船団B

現行の1船団3隻体制（網船80トン、探索船86トン、運搬船336トン）について、全船の使用を廃止

した上で、老朽化に伴い生産効率低下の大きな要因となっていた運搬船の代船として、冷海水締め漁

獲物の生産能力と高い運搬能力を兼ね備える運搬船（370トン、新造船）を導入し、併せて、安全性、居

住性、労働環境性に優れた運搬機能付き網船（270トン、中古船）を導入することで、船団全体としての

設備投資額を抑制しながら、2隻体制へ縮減するo

また、当該2隻の運搬能力を最大限に活用して、漁況・市況等を見ながら、適宜、分散水揚げを実施し、

併せて、同時に計画提案した計画船団Aとの連携による共同運搬を実施することで、資源管理型漁業

の推進に取組みながら、水揚額の確保に努め、収益性改善のための生産体制の確立を目指す。

【計画船団B 具体的事項】

①船団規模の縮減による生産コストの削減

②運搬機能付き網船（270トン、中古船）の導入による安全性・居住性・作業性の改善

③運搬船（370トン、新造船）の導入による冷海水締め漁獲物の生産による付加価値の向上

④運搬機能付き網船（270トン、中古船）におけるコンテナバッグを用いた漁獲物の小口運搬による

高鮮度品の生産

【計画船団A・B共通具体的事項】

分散水揚げ及び共同運搬の実施による適正魚価の維持

内。



く流通販売に関する事項〉

機能拡充を目指して現在も進められている漁港整備の推進を図りながら、復旧した既存水産関連施

設の積極的な活用を行い、国肉外における水産物の放射能汚染の懸念に対しては、行政の対応方針

に沿った安全性確保に向けた取組みを確実に実施し、これら不安を払拭することによって、安心安全な

水産物の安定的供給体制を構築する。

また、地域水産加工業においては、生産漁船による取組みと連携しながら高鮮度漁獲物の安定確保

に努め、圏内消費向けの魅力ある水産加工品の製造・販売を積極的に行うことにより、少子高齢化の

中で進む消費者の「魚離れ」に歯止めをかけ、圏内流通体制の再構築を目指す。

【具体的事項】

生産漁船が供給する高品質漁獲物を用いた圏内向け水産加工晶の製造E販売の強化
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(3）復興の取組み内容（計画船団A)

大事項 中事項 現状と課題 記号 取組内容 見込まれる効果 効果の根拠

1船団3隻体制g(網船、探索船、運搬船） 網船（80トン）及び探索船（100トン）の使用を廃止
省コスト化を意識した収益性の高い生産体制へ 説明資料生産に関する事項 船団の合理化 では生産コストが過大で生産体制の見 A し、新たに運搬機能付き網船（300トン、新造船）

直しが必要。 を導入することで、1船団2隻体制へ縮減。
移行。 P.6～P.9 

船団全体で45名を要しており、船団規模
船団規模の縮減により、技術習熟度等を見なが

復興1～2年目に42名（..＋.3名、 .A20,082千円）、
の縮減と併せて人員配乗の適正化が必 B 

ら段階的に人員毘乗の見直しを実施。
復興3年目以降に41名（.A4名、..＋.26,776千円） 説明資料漁業後継者確保に向けて、近隣の高等学校と P.10～P.12 

要。
の連携により漁業後継者の育成対策を実施。

体制へ移行。

船団全体で燃油使用量1,119klを使用す 運搬機能付き網船の使用量増加分187klを考慮
説明資料るが、燃油価格の高騰にも耐え得る操 。船団規模の縮減により、燃油使用量を削減。 しても、船団全体で65klの削滅。（燃油費は単価

業体制への転換が必要。 よ昇に伴い、 13,761千円の増加。）
P.13 

船団規模の縮減により、修繕費を削減。

船団全体で年平均79,568千円の修繕費
新たに導入する運搬機能付き網船は、メンテナ

船団規模の縮減とメンテナンス低減効果によ 説明資料D ンス性を考慮して十分な配管スペースを確保
を要しており、修繕費の削減が必要。

し、耐食性の高い材質を使用する等して、長期
り、修繕費32,568千円を削減。 P.14 

に亘りメンテナンスコストを低減。

ιn 網船における乾舷及び複原性は、法定
十分な乾舷と予備浮力により復原性が改善さ

労働環境性の改善 基準を満たしているものの、更なる安全 安全性に優れた運搬機能付き網船を導入。
れ、安全性が大隅に向上。

性確保に向けた取組みが必要。

E 
説明資料
P.15～P.19 

網船は、船体規模が小さい割に配乗船 新たに導入する運搬機能付き網船では船員室
居住環境の改善により、若年労働力の確保に

員数が多く、船内居住スペースは狭小 が個霊化され、その他居住スペースも大幅に拡 弾みがつき、船員の労働意欲も増進。
で不十分。 張。

付加価値向上等の取組みにより、水揚金額は
復興1年目で53,093千円、復興2年目以降で

船団規模の縮減に伴い漁獲量が減少す 新たに運搬機能付き網船による冷海水締め、運
77,471千円の増加。
分散水揚げ等により適正魚価を保ち、水揚額を

説明資料
付加価値向上等

る見込みの中で、水揚額の確保に努め F 搬船によるコンテナJtッグを活用した小口運搬 確保。
る必要。 を実施。

地域水産加工業に対する良質原魚の供給も強
P.2（）～P.28 

砕氷を5,460トン使用。 計画船団による分散水揚げ・共同運搬の実施。 化。
砕氷使用量918トンの削減。（砕氷使用額8,694
千円の削減。）

流通販売に関する 漁港機能の回復に
震災以降、関連施設の復旧が進み、受 生産漁船が供給する高品質漁獲物を用いた国

為替相場の影響を受けやすい海外輸出だけで
説明資料

入れ環境が整い始めるが、地域水産加 G はなく、圏内消費向けの販売回復にも努めるこ
事項 伴う水揚げの促進

工業に対する供給量は不十分。
内向け水産加工品の製造・販売の強化。

とで、地域水産加工業も活性化。
P.29～P.32 



(3）復興の取組み内容（計画船団B)

大事項 中事項 現状と課題 記号 取組内容 見込まれる効果 効果の根拠

1船団3隻体制（網船、探索船、運搬船） 使用する全船を廃止し、新たに運搬機能付き網
省コスト化を意識した収益性の高い生産体制へ 説明資料生産に関する事項 船団の合理化 では生産コストが過大で生産体制の見 A 船（270トンよ中宮船）、運搬船（370トン、新造船）を

直しが必要。 導入することで、1船団2隻体制へ縮減。
移行。 P.6～P.10 

船団全体で43名を要しており、船団規模
船団規模の縮減により、技術習熟度等を見なが

復興1～3年目に41名（企2名、企14,228千円）、
の縮減と併せて人員配乗の適正化が必 B 

ら段階的に人員配乗の見直しを実施。
復興4年目以降に40名（企3名、企21,342千円）

説明資料
漁業後継者確保に向けて、近隣の高等学校と P.11～P.13 

要。
の連携により漁業後継者の育成対策を実施。

体制へ移行。

低能力の現行船団（燃油使用量856kl) 適正出力の推進機関を備える運搬機能付き網
から船団体制を見直すに当たり、適正 。船型規模に対して適正な出力の推進機聞を導 船及び運搬船を導入した結果、船団全体で165 説明資料
出力推進機関の導入等について検討が 入することにより燃油使用量の抑制。 kl使用量の増加。（燃油費は、単価上昇分も含 P.14 
必要。 めて22,843千円の増加。）

船団規模の縮減により、修繕費を削減。

船団全体で年平均 58,175千円の修繕
新たに導入する運搬機能付き網船及び運搬船

船田規模の縮減とメンテナンス低減効果によ 説明資料D は、メンテナンス性を考慮して＋分な国管ス
費を要しており、修繕費の削減が必要。

ペースを確保し、耐食性の高い材質を使用する
り、修繕費23,175千円を削減。 P.15 

等して、長期に亘りメンテナンスコストを低減。

0) 

網船における乾舷及び復原性は、法定
十分な乾舷と予備浮力により復原性が改善さ

労働環境性の改善 基準を満たしているものの、更なる安全 安全性に僅れた運搬機能付き網船を導入。
れ、安全性が大幅に向上。

性確保に向けた取組みが必要。

E 
説明資料
P.16～24 

船団各船の船内居住スペースは狭小で
新たに導入する運搬機能付き網船及び運搬船

居住環境の改善により、若年労働力の確保に
は、船員室が個霊化され、その他居住スペース

不十分。
も大幅に拡張。

弾みがつき、船員の労働意欲も増進。

付加価値向上等の取組みにより、水揚金額は
62,557千円の増加。

船団規模の縮減に伴い漁獲量が減少す 新たに運搬船による冷海水締め、運搬機能付き 分散水揚げ等により適正魚価を保ち、水揚額を

付加価値の向上等
る見込みの中で、水揚額の確保に努め

F 
網船によるコンテナバッグを活用した小口運搬 確保。 説明資料

る必要。 を実施。 地域水産加工業に対する良質原魚の供給も強 P.25～P.32 
砕氷を5,262トン使用。 計画船団による分散水揚げ・共同運搬の実施。 化。

砕氷使用量1,161トンの削減。（砕氷使用額
10,996千円の削減。）

流通販売に関する 漁港機能の回復に
震災以降、関連施設の復旧が進み、受

生産漁船が供給する高品質漁獲物を用いた国
為替相場の影響を受けやすい海外輸出だけで

説明資料

事項 伴う水揚げの促進
入れ環境が整い始めるが、地域水産加 G 

肉向け水産加工品の製造・販売の強化。
はなく、圏内消費向けの販売回復にも努めるこ

P.33～P.36 
工業に対する供給量は不十分。 とで、地域水産加工業も活性化。



(4）復興の取組み内容と支援措置の活用との関係

・計画船団A

①がんばる漁業復興支援事業の活用

取組記号：A～G

事業実施者：はさき漁業協同組合

契約漁業者：有限会社阿波屋漁業 未定丸（300トン型運搬機能付き網船、新造船）

※当該漁業者は、茨城県神栖市波崎地区を拠点として北部太平洋海区において大中型まき網漁業に従

業する者であり、且つ、東日本大震災により船舶（探索船1隻、作業艇1隻）及び漁網1ヶ統の損壊等、

震災の影響を受けた者である。

実施年度：平成28年度～平成31年度

②その他関連する支援措置

取組番号 支援内容、制度資金名

日本政策金融公庫資金
A～G 

（漁業経営改善支援資金）

・計画船団B

①がんばる漁業復興支援事業の活用

取組記号：A～G

事業実施者：はさき漁業協同組合

復興の取組内容との関係

北部太平洋まき網漁業協同組合

連合会が取組むがんばる漁業復

興支援事業実施のための船舶建

造にかかる資金の借受け

契約漁業者：株式会社清八屋漁業 未定丸（370トン型運搬船、新造船）

事業実施者

（借受者）

（有）阿波屋漁業

未定丸（270トン型運搬機能付き網船、中宮船）

実施年度

（新造船）

平成27年度

※当該漁業者は、茨城県神栖市波崎地区を拠点として北部太平洋海区において大中型まき網漁業に従

業する者であり、Eつ、東日本大震災により船舶（網船1隻）及びまき網漁網1ヶ統の損壊等、震災の影

響を受けた者である。

実施年度：平成29年度～平成32年度（ただし、がんばる漁業復興支援事業の事業期聞は平成31年度まで。）

②その他関連する支援措置

取組番号 支援内容、制度資金名 復興の取組内容との関係
事業実施者

実施年度
（借受者）

北部太平洋まき網漁業協同組合 （新造船）

日本政策金融公庫資金 連合会が取組むがんばる漁業復
側清八屋漁業

平成27年度
A～G 

（漁業経営改善支援資金） 興支援事業実施のための船舶建 （中古船）

造にかかる資金の借受け 平成29年度

※計画船団A圃Bの実施年度の遣いは、造船所船台予定の都合により、計画船団Bの運搬船の新造及び

運搬機能付き網船の中盲取得が遅れることに起因する。
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(5）取組みのスケジュール

・計画船因企

①漁業復興計画工程表

一ぞ
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

記号 A～F ．』・圃圃圃闘圃・・園田 ， 

記号 G ・・・園田園・・・・ ．』
~ 

②復興の取組みによる波及効果

I.運搬機能付き網船（300トン、新造船）の導入により、操業の合理化、省コスト化が進み、資源管理型漁

業の推進を図りながら、付加価値向上等に取組むことによって、収益性が高まり、漁業経営体質の強化が

図られる。

JI.運搬機能付き網船（300トン、新造船）の導入により、安全性、居住性、労働環境性の大幅な改善が図ら

れ、将来的な船員不足の問題が懸念される中、新規就業者の促進、船員の安定確保が期待される。

m.生産者と流通加工業者との連携により高品質漁獲物の生産供給体制の確立に努め、これら漁獲物を用
いた圏内消費向け水産加工品の製造・販売を促進することにより、地域水産業の活性化が期待される。

w.よ記取組みにより、当地区は勿論のこと、本海区全体における水産業の早期復興に寄与する。

・計画船団B

①漁業復興計薗工程表

lおそ 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

記号 A～F ．‘ 掴圃園田・・・・圃圃・ E・・・・・ ... 

記号 G ..圃・・・園田園・圃・圃..圃・ ‘・ー
r 

②復興の取組みによる波及効果

I .運搬機能付き網船（270トン、中古船）及び運搬船（370トン、新造船）の導入により、操業の合理化、省コ

スト化が進み、資源管理型漁業の推進を図りながら、付加価値向上等に取組むことによって、収益性が高

まり、漁業経営体質の強化が図られる。

JI.運搬機能付き網船（270トン、中古船）及び運搬船（370トン、新造船）の導入により、安全性、居住性、労

働環境性の大幅な改善が図られ、将来的な船員不足の問題が懸念される中、新規就業者の促進、船員

の安定確保が期待される。

m.生産者と流通加工業者との連携により高晶質漁獲物の生産供給体制の確立に努め、これら漁獲物を用
いた圏内消費向け水産加工品の製造・販売を促進することにより、地域水産業の活性化が期待される。

w.上記取組みにより、当地区は勿論のこと、本海区全体における水産業の早期復興に寄与する。
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4.漁業経営の展望

；宮崎地区の大中型まき網漁業は、現在、6経営体7船団が稼働し、北部太平洋海区において、サバ、イワ

シ、アジ等を主な漁獲対象とした周年操業を行っている。

これら船団のうち 1船団が、国が設置した漁船漁業構造改革推進会議の中間とりまとめに基づき、平成 17

年に業界初の改革型ミニ船団（270トン型運搬機能付き網船を中tむとした2隻体制）へ転換したのを皮切りに、

その後も4船団が園の構造改革又は復興関連事業等を活用しながら、改良モデルの300トン型運搬機能付

き網船、 199トン型網船を中心とした改革型船団へ転換して、構造改革及び復興の取組みを継続していると

ころである。

今般、計画提案を行った 2船団も先行する各船団と同様に収益性の高い構造改革型船団へ転換すること

を目指して漁業経営の改善に取組んでいたが、先の震災において船舶の沈没や漁網の流失・損壊等、地区

内でも特に甚大な被害を受けた。

震災直後、被災した船員とその家旗の生活基盤を守り、早期の生活再建を目指すためには雇用の維持は必

要不可欠との考えから、できる限り早期の事業再開を最優先とし、国の復興支援対応を待たずに自力での

経営再建に取組んだため、その際の経済的負担が重く圧し掛かり、その後も思うように漁業経営の改善が

進まないまま、旧態依然の操業体制で事業を継続している。

今回の取組みにより、各船団が船団規模の縮減により抜本的に操業コストを引下げ、併せて、従来船と比

べて安全性、居住性、労働環境性に優れ、高鮮度漁獲物の生産に対応した生産漁船を導入し、資源管理型

漁業を推進しながら、水揚額確保のための付加価値向上等に取組むことによって、漁業経営基盤の強化を

図る。

また、復旧した地域水産関連施設を活用しながら、園内消費向け水産加工品の製造・販売にも意欲的に取

組む水産加工業との連携により、地域が一体となった生産販売体制の構築を目指す。

これら取組みを通じて、収益性の高い操業体制への移行を図り、持続的、且つ、安定的な漁業経営の確

立を目指すことで、基幹業種である大中型まき網漁業を中心とした地域水産業の更なる復興・再生の促進が

期待される。
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・計画船団A
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（乗組員数）

震災前 復興1年目 復興2年目 復興3年目 復興4年目 復興5年目
網船

~1.: 名名名 .？：~名 28名 .？..~. 名 .？.~ 名名 28名
探索船 0名 0名 0名 0名
運搬船

....・・・・・・........ .. ・1・3・ 名 "f3＂名13 14名 14名 13名
合計 45名 42名 42名 41名 41 名 41名

(2）次世代建造の見通し
償却前利益 I .... I次世代船建造までの年数｜、｜
272百万円｜一｜ 25年 I' I 

※償却前利益は復興5ヶ年の平均額

船価 ｜ 

3,170百万円｜

（船価内訳）

運搬機能付き網船（作業艇3隻を含む）

運搬船

2,070百万円
1,100百万円
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大中型まき網漁業
経営改革型船団化経費比較表

220 トン
o.oo m 
200.os m 
3名

8-A 

企 100トン
... 7名

0 トン
o.oo m 。

網船
総トン数
網台面積
魚鱒容積
乗組員

探索船
総トン数
乗組員

運搬船
総トン数
魚膳容積
色目玉ヨ

網船
総トン数
網台面積
魚槍容積
乗組員

探索船
総トン数
乗組員

運搬船
総トン数
魚鎗容積

*H""" 

300 トン
?o.oo m 
200.oa m 
28名

復興後（8)

80 トン
?o.oo m 
o.oo m 
25名

0船団構成
震災前（A)

0 トン
0名時

100 トン
7名

341 トン
641.60 m 
13 

341 トン
641.60 m 
13 

網船
総トン数
網台面積
魚鎗容積
乗組員

探索船
総トン数
乗組員

運搬船
総トン数
魚鰭容積
*:!'!""" 
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乗組員
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?o.oo m 
641.60 m 
45名

ロに

総トン数
網台面積
魚鰭容積
乗組員
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※復興後の収入および経費の額は、復興5ヶ年の平均を記載。
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大中型まき網漁業経営改革型船団化経営比較経費算出基礎一一一一一一一一

水揚量 震災前5ヶ年（平成18～22年度）の実績平均量を基準にして、船団規模の縮減に伴
う探索能力の低下等を考慮し、同型類似船団の操業状況を参考に15%減少とし
た。

水揚高 計画水揚量から同型類似船団の実績を参考に船別の計画水揚量を算出し、当該
数量に直近（平成25～26年度）の実績単価及び同単価をベースに付加価値向上等
（冷海水締め、コンテナバッグによる生産、分散水揚げ）の効果を見込んだ単価を乗
じて算出した。

・冷海水締め
冷海水導入船の実績単価を参考に直近（平成25～26年度）実績単価の110%とし
Tこ。
・コンテナバッグ
鮮魚取扱業者の買付相場を参考lこ180円／kgとした。
．分散水揚げ
同型類似船団の実績を参考に同一漁場で操業した場合における分散効果を117%
とした。

人件費 震災前5ヶ年（平成18～22年度）の実績平均を基準にして、船団規模の縮減に伴う
船員数の減少を反映させて算出した。

燃油費 同型類似の運搬機能付き網船の使用実績に基づく推定使用量と運搬船の震災前
5ヶ年（平成18～22年度）の実績平均使用量に置近単価（平成25～26年度の平均単
価）を乗じて算出した。

氷代 震災前5ヶ年（平成18～22年度）の実績平均額を基準にして、水揚量減少に伴う滅
少分と付加価値向上等（冷海水締め及びコンテナバッグによる生産）による減少分
を減じて算出した。

修繕費 震災前5ヶ年（平成18～22年度）の実績平均額を基準にして、同型類似の運搬機能
付き網船の修繕実績を参考にしながら、通常修繕費用に法定検査費用を加味して
算出した。

漁具費 震災前5ヶ年（平成18～22年度）の実績平均額を基準にして、使用を廃止する探索
船の漁具費を減じ、付加価値向上等（コンテナバッグによる生産）！こ伴う資材の増
加額を加えて算出した。

保険料 漁船保険料の見積額を算出した。

金 利 新造する運搬機能付き網船及び作業艇の建造借入額に金利（直近の日銀長期プ
ライムレート年1.15%）を乗じて算出した。

公租公課 課税評価額に税率1.4%を乗じて算出した。

販売費 水揚高Iこ5%（市場手数料、問屋手数料）を乗じて算出した。

一般管理費 震災前5ヶ年（平成18～22年度）の実績平均額を算出した。

その他 震災前5ヶ年（平成18～22年度）の実績平均額を算出した。
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・計画船団B

( 1）収益性改善の目標 単位水揚量：トン、金額：千円

震災前
復興1年目 復興2年目 復興3年目 復興4年目 復興5年目

復興
の状況 5カ年平均

（収入）

水揚量 10,191 8,662 8,662 8,662 8,662 8,662 8,662 
水揚高 707,293 769,850 769,850 769,850 769,850 769,850 769,850 

（経費）

人件費 305,922 291,694 291,694 291,694 284,580 
燃油代 66,117 '88,960 88,960 88,960 88 960 

ーーーー圃・ーーーー－－－－ ............’ ．．．．． 
氷代 49,840 38,844 38,844 38,844 38,844 
修繕費 •············· 

58,175 25,000 25,000 45霊000 25,000 
漁具費 。・・・・・・・・・・・・・園田・・・帽剛司圃 ー・・・圃圃ーー圃圃・圃ー 29,533 ー－－－－－－．，．．．．．28, 94 29,533 29,933 29,533 
・・圃・・・・・・・・．園田
保険料 7,167 14,716 12,91~ 10,964 10,996 
金利 443 12,447 9,002 6,830 5,9_72 
公租公課

・・・・a・・・・・・‘’・・・・・・・...冒． －ーー・・・・・・圃圃司圃圃
5,479 103 12， ~.76 7,576 4,158 

販売費
－ーー・・ーー圃・・司圃ー

38,493 38,493 35,365 38,493 38,493 

一般管理費
•············· 

40,713 ~0,713 40,713 40,713 40,713 

その他 2,469 2,469 2,469 2,469 2,469 

合計 594,408 595,845 585,202 598,979 568,818 

償却前利益 112,885 174,005 184,648 170,871 201,032 

（船団構成）

震災前 ｜ 復興後
網船｜ 80トン．

探索船 I ~~~トン
．．．逼融面··r··認否一応r·37"a··~：；

－数計 I 3隻 l 2隻

（乗組員数）

震災前 復興1年目 復興2年目 復興3年目 復興4年目

網船 25名 28名 28名 28名 27名
探索船 6名 0名 0名 0名 0名
運搬船 ・12名 1・3名 1・3・ 名 13名 13名
合計 43名 41 名 41 名 41 名 40名

(2）次世代建造の見通し
償却前利益 ｜υ ｜次世代船建造までの年数I,I 船価 ｜ 

180百万円l，、｜ 25年 I' I 3,070百万円｜
※償却前利益は復興5ヶ年の平均額

（船価内訳）

運搬機能付き網船（作業艇2隻を含む）

運搬船（作業艇1隻を含む）

-13 -

284,580 288,848 
88,960 88,9~0 
38,844 38,8~4 
55,000 35,000 

ーーー圃圃．ー－－－－－－ ー，．．．園田町・圃・ー－－－
29,533 29,533 

ー－－－－－ーー－－ーー・・圃
11,074 12, 134 

3,946 7,459 
ー・・・園田圃・・・ーー．．

3,087 6,6~5 
38,493 38,493 
40,713 40,7＿~3 
2,469 2,469 

596,699 589, 108 
173,151 180,742 

復興5年目

27名

0名
'-j3名
40名

1,780百万円

1,290百万円



大中型まき網漁業
経営改革型船団化経費比較表
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215.56 m 
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網台面積
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※復興後の収入および経費の額は、復興5ヶ年の平均を記載。
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大中型まき網漁業経営改革型船団化経営比較経費算出基礎ー一一

水揚量 震災前5ヶ年（平成18～22年度）のうち、算出基礎として適さない年（決算期間の変更、被
災による操業停止）を除く3ヶ年の実績平均量を基準にして、船団規模の縮減に伴う探索
能力の低下等を考慮し、同型類似船団の操業状況を参考に15%減少とした。

水揚高 計画水揚量から同型類似船団の実績を参考に船別の計画水揚量を算出し、当該数量に

人件費

燃油費

氷代

修繕費

漁具費

保険料

金利

公租公課

販売費

一般管理費

その他

芭近（平成25～26年度）の実績単価及び同単価をベースに付加価値向上等（冷海水締
め、コンテナバッグによる生産、分散水揚げ）の効果を見込んだ単価を乗じて算出した。

．冷海水締め
冷海水導入船の実績単価を参考に直近（平成25～26年度）実績単価の110%とした0
．コンテナバッグ
鮮魚取扱業者の買付相場を参考！こ180円／kgとした。
．分散水揚げ
向型類似船団の実績を参考に同一漁場で操業した場合における分散効果を117%とした。

震災前5ヶ年（平成18～22年度）のうち、算出基礎として適さない年（決算期間の変更、被
災による操業停止）を除く3ヶ年の実績平均を基準にして、船団規模の縮減に伴う船員数
の減少を反映させて算出した。

震災前5ヶ年（平成18～22年度）のうち、算出基礎として適さない年（決算期間の変更、被
災による操業停止〉を除く3ヶ年の実績平均量を基準にして、取得予定の運搬機能付き網
船の使用実績に基づく推定使用量と同型類似の運搬船の推定使用量の合算数量に直近
単価（平成25～26年度の平均単価）を乗じて算出した。

震災前5ヶ年（平成18～22年度）のうち、算出基礎として適さない年（決算期間の変更、被
災による操業停止）を除く3ヶ年の実績平均額を基準にして、水揚量減少に伴う減少分と付
加価値向上等（冷海水締め及びコンテナバッグによる生産）による減少分を減じて算出し
た。
震災前5ヶ年（平成18～22年度）のうち、算出基礎として適さない年（決算期間の変更、被
災による操業停止）を除く3ヶ年の実績平均額を基準にして、取得予定の運搬機能付き網
船と同型類似の運搬船の修繕実績を参考にしながら、通常修繕費用に法定検査費用を加
味して算出した。

震災前5ヶ年（平成18～22年度）のうち、算出基礎として適さない年（決算期間の変更、被
災による操業停止）を除く3ヶ年の実績平均額を基準にして、使用を廃止する探索船の漁
具費を減じ、付加価値向上等（コンテナバッグによる生産）に伴う資材の増加額を加えて算
出した。

漁船保険料の見積額を算出した。

取得予定の運搬機能付き網船及び新造する運搬船並びに作業艇の建造借入額に金利
（直近の日銀長期プライムレート年1.15%）を乗じて算出した。

課税評価額に税率1.4%を乗じて算出した。

水揚高Iこ5%（市場手数料、問屋手数料）を乗じて算出した。

震災前5ヶ年（平成18～22年度）のうち、算出基礎として適さない年（決算期間の変更、被
災による操業停止）を除く3ヶ年の実績平均額を算出した。

震災前5ヶ年（平成18～22年度）のうち、算出基礎として適さない年（決算期間の変更、被
災による操業停止）を除く3ヶ年の実績平均額を算出した。
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開催期日

平成27年

4月10日

平成27年

4月27日

平成27年

5月21日

平成27年

6月1日

平成27年

6月12日

復興計画の作成にかかる北まき地域漁業復興プロジェクト活動状況

（当該計画船団の関係する部分のみ）

協議会・部会 活動内容a成果

(1）波崎地区の 80トン型網船、探索船、運搬船の現行3隻体制の2船

復興協議会
団について、探索船を削減した上で、計画船団Aは運搬機能付き網

船（300トン）を新造し、既存運搬船を含めた2隻体制へ転換、計画船
検討会

団Bは既存の運搬機能付き網船（270トン）を取得し、運搬船（370ト
（東京）

ン）を新造して 2隻体制へ転換する復興計画について（開運丸、成田

不動丸）

波崎地区部会

第2匝検討会
(1）波崎地区復興計画の検討について（開運丸、成田不動丸）

（波崎）

復興協議会

検討会 (1）波崎地区復興計画の検討について（開運丸、成田不動丸）

（東京）

第9回 (1）波崎地区復興計画の策定について（開運丸、成田不動丸）

復興協議会 (2）波崎地区復興計画にかかるがんばる漁業復興支援事業の事業実

（東京） 施者の選定について

復興協議会

検討会 ( 1）波崎地区復興計画の検討について（開運丸、成田不動丸）

（東京）
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復興の取組み内容説明資料

（取組記号A～G)

計画船団A

北部太平洋大中型まき網漁業地域漁業復興プロジェクト

（波崎地区）

資料2ー②



（計画船団A)

｜ 復興の取組み内容説明資料 ｜ 

号日hH
－
吉
岡 説明内容

n ‘合

ベーシ

目次 P.1 

東日本大震災による波崎地区の被害と復旧の状況 P.2～P.5 

A l船団の合理化①（船団規模の縮減） P.6～P.9 

B ｜船団の合理化②（省人化） P.1〔〕～P.12

c i船団の合理化③（燃油使用量の削減） P.13 

D l船団の合理化④（修繕費の削減） P.14 

E l労働環境性の改善（安全性及び居住性の改善） P.15～P.19 

F ｜付加価値向上等 P.20～P.28 

G ｜漁港機能の回復に伴う水揚げの促進 P.29～P.32 



（計画船団A)

｜東日本大震災による波崎地区の被害と復旧の状況 ｜ 

1.まき網漁業の被害と復旧の状況

・波崎地区におけるまき網漁業全体の主な被害

被災者 被害物件 被害の内容 震災後の対応

探索船（99トン） 港外へ流出後、座礁 廃船処理→代替船（100トン）を取得

A社
作業艇（0.9トン） 港外へ流出後、沈没 廃船処理→代替船（1.1トン）を取得（計画鉛団A)

漁網1ヶ統 港内外へ流出後、損壊 廃棄処理→共間利用漁船等復旧支援対策事業により復旧

8社 網船（80トン） 港内で転覆 復旧

（計画船団B) 漁網1ヶ統 港内外へ流出後、損壊 廃棄処理→共同利用漁船等復旧支媛対策事業により復旧

網船（80トン） 港内で沈没 廃船処理→代替船（199トン）を建造
C社

漁網1ヶ統 港内外へ流出後、損壊 廃棄処理→共同利用漁船等復旧支援対策事業により復旧

・計画船団Aの被害状況等

O漁船被害

－港内に係船中の探索船（99トン）及び作業艇（0.9トン）が津波により港外へ流出し、
座礁・沈没したことから、これら船舶を引揚げ後、廃船処理0

・震災後は、同じく被災により休業を余儀なくされたB社（計画船団B）等から探索船
及び作業艇を傭船する等して、応急対応をしながら操業を再開。

－その後、地区内の船団から、構造改革型船団へ転換したことにより不要となった
探索船（100トン）及び作業艇（1.1トン）を手当てして、現在に至る。

0漁具被害
・網船に積載するため、整備を終えて港内に仮置き中の漁網1ヶ統が津波により流失0

・震災後は、他の保有漁織を活用する等して急場をしのぎ、漁船の応急手当と併せて
対応。

圃その後、共同利用漁船等復！日支援対策事業の活用により復旧された漁網等を用いた
操業を実施。

－被災により、従前から課題となっていた高コスト生産体制からの脱却に遅れが生じ、

且つ、被災漁船の代替船を取得したこと等により経済的負担が増加。

・安定的、且つ、持続的な漁業経営を考える上で、資源管理型漁業への適応が可能

な収益性の高い生産体制への移行は必要不可欠。

－先行する改革型船団等を参考にしながら生産体制を再構築し、地域水産加工業と

の連携を含めた構造改革・復興の取組みを推進する必要。

n
t
 



（計画船団A)

【まき網漁船の被害と復旧の状況】

~ ＼ゑ 噛 （復旧後）

【漁網の被害と復旧の状況】

（被災後）

町。



（計画船団A)

2.漁港及び漁港関連施設の被害と復旧の状況

・漁港岸壁及び航路・泊地等

岸壁の崩落や歪み、舗装面の亀裂・剥離損傷等

基礎砕石の流出により、防波堤の一部に崩壊の危険性

港内の航路及び泊地に流入土砂が堆積したことで水深不足が発生

港内の航路及び泊地に流出したまき網漁網・車鞠等が埋没

→平成24年末までに仮復旧を終え、 平成27年3月末までに復旧工事春完了

・漁港関連施設（漁協事務所、魚市場、製氷工場、風力発電施設）

浸水被害による関係設備の損壊等

液状化現象による関係施設の地盤沈下

→ 平成24年8月末までに復旧工事を完了して利用再開

【波崎漁港（外港部）の被害状況図】
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【波崎漁港（外港部）の被害と復旧の状況】

（被災直後）

（計画船田A)

R
U
 

（復旧後）



（計画船団A)

取組記号A 船団の合理化① （船団規模の縮減）

で成構団船の
佳
Z司。団船の上ノ

S
斗
内

d船搬運、ノ
E
h－－ nu 
nu 
船索探

題
人
課
り
が
初
判

搬

川

町

阻
聞
W

S

F

は
以
来

産

従

生

1.網船（80トン）、探索船（100トン）の使用を廃止。

2 新たに運搬機能付き網船（300トン）を導入。

・船団構成の変化

... ・・ 【震災前】 ・～三’． 
1船田3隻体制

（網船、探索船、運搬船、作業艇2隻）

無鉛 80トみ

〈宅対.~oof:：；－~亘｜

． ＜ 醐船 341トン I / 
% 。． .. -・ ・4・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，
・船団構成の比較

【震災前】
『～～『』 船員数（名）総トン数（トン） 魚店書容積＜ml網台面積＜ml
網船 25 80 咽 70.00 

．．．帽崎ーーー－－－－－ 向嶋”跡調”” －ー，・・ー・・・ －－－－－－－ーーーー
・． ・． ・－

探索船 7 100 、＼＼ 、、～、』

運搬船 13 341 641.60 司、『『』

言十 45 521.0 641.60 70.00 

／． 【復興後】 ．三ー4・
: 1船団2隻体市！ と
：（運搬機能付き網船、運搬船、作業艇×3隻）；

選織機能付き網船
300トン

＜ 蜘 341トン
I 

－ 

． ．  ．．  ．．  －・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．圃．．・’

｛復興後｝

AW 

～～～』』 船員数（名）総トン数（トン）魚嶋容積＜ml網台面積＜ml

予麗瓦石「「←ー
戸一 門 ~司同一『 一
降圃圃‘ 駒司副・・”胸闘曹司” ．陶剛帽制帽鋼司，幅帽，膚噌 ”・・ー・・・咽備

運獄後能付き網船 28 300 200.08 70.00 
ふ 艇決11 一 「

・． 帽 ー

運搬船 13 341 641.60 、、＼』

言十 41 641.0 841.68 70.00 

※作業艇は王寺船に完全犠載又は船尾連絡された状態で漁場まで移動し、漁場において母船から各艇へ船員1～2名の船員が移乗して
運行される。

増減
船員数｜総トン数i魚鎗容穣｜網台面積
企 41120.01200.081 0.00 

・生産コストの削減効果（復興5ヶ年の平均）
取組記号B船田の合理化②（省人化）
取組記号C船団の合理化③（燃油使用量の削減）
取組記号D船団の合理化④（修繕費の削減）
取組記号F付加価値向上等（うち、漁具費）
取組記号F付加価値向上等（うち、砕氷の使用量削減効果）

削減額の合計

.. 24,099千円
13,761千円
企32,568千円
1,864千円
A 8,694千円
A 49,736千円

【見込まれる効果｝

取組記号B～D及びFの取組みにより、生産コスト49,736千円の削減が見込まれる。
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（計画船団A)

・操業体制のイメージ

0震災前の操業イメージ
1船団3隼体制（網船‘捜索船‘蓋世船）による撞婁

日帰り操業を基本とし、1航海で1～3回の操業を行う。

令

官

恥

〉

一慢

－
－s
μ
 

．

一一鎌
一
樹

一生
一
運

』’、〆
、

ノ

〆
ノ

ペ：：：：：：：；：トーべ、、

• • • • 
網船の裏漕ぎ

母型竺竺

※作業艇Bは、操業中の軽作業に使用。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・圃・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・”・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

0復興後の操業イメージ
1船団2隼体制｛蓋世櫨能付き鍋船‘軍塩船）による提業

日帰り操業を基本とし、 1航海で1～3聞の操業を行う。

、 ・・・・砂、
〉園田E亙芯〉
〆〆 運搬船の裏漕ぎ

連繊紛1

34¥1トン

．運搬船に泊獲物を積載する場合

‘．．．．．．．・・4砂
スラスターの推力 I(¥

ノl

‘・・・・ 〆 IL.l 
＜ 作業艇C I- - _/ 
ー一一一一一 、、、
‘－・・・・・・・・4砂
スラスターの権力

網船の裏漕ぎ

300トン

，，でタ
···~ 
漁網を曳航

・運搬機能付き網船に漁獲物を積載する場合

A
V

坦

ノ

ノ

、

、

…
到

J
、

ト一

－

4

句ス一

一G
一

一向健
一

一作
一
ぎ

／
＼

漕

‘

裏

A
守

鰍

h 』 ・・.....
『－c;_込300トン

‘．．．．．．．・・4砂
スラスターの権力

従来、網船のバランスを保つため探索船が行っていた裏漕ぎは、 運搬機能付き網船（300トン）の船首及び

船尾に装備するサイドスラスターと作業艇（19トン）による裏漕ぎで対応。
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（計画船団A)

・運搬機能付き網船（300トン）の計画一般配置図と導入設備等

Oフィッシュポンプ（吸引能力：約500トン／h、魚量約250トン）
漁獲物積込み時における魚体損傷の軽減と作業の迅速化。

O冷海水製造装置
冷海水（約15ni）を製造（＋25℃→＋2℃、約5時間で冷却）し、砕氷の使用と併せて

十分な予冷を行うことによって漁獲物の鮮度劣化防止。

0温度センサー
冷海水槍、魚臆の温度管理を適切に行い、積載漁獲物の鮮度管理を実施。

0魚腫の完全ステンレス化
漁獲物に対する錆や塗料片等の異物混入を防止。
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（計画船団A)

・作業艇Cの計画主要目と一般配置図

or低抵抗型プロペラガード』（特許庁実用新案3145444号）
操業中における漁網・ロープ類の巻込み事故を防止するために船尾船底部

ヘ装備するプロペラガードについて、水流抵抗の低減化が図られ、従来型

のものと比べて燃費向上等の効果。（既存船でも改修導入済み。）

【作業艇Cの計画主要寸法等】
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総トン数 I 19トン
全長 I 19.97m 
登録長さ｜ 16.90m 
登録幅 I 5.oom 
登録深さ｜ 1.91m 
主機出力 1 809kw 



（計画船団A)

！取組記号B 船団の合理化叡省人化）

従来は、船団全体で45名の人員を配乗しており、船団規模の縮減に伴う適正な人員

体制への移行と漁業後継者の確保に向けた対応が課題。

1.船田規模の縮減による人員配乗の見直しを行い、段階的に省人化を進め、担盆支

の操業体制の確立を目指す。

2.省人化を図りながらも、近隣の高等学校等と連携した新規就業者の育成に向けた

取組み等を行い、将来の漁業後継者の育成確保に努める。

1.船団規模の縮減による人員配乗の見直し

・過去5ヶ年における人件費の実績 単位：千円

平成18年 i平成19年｜平成20年｜平成21年｜平成22年 I5ヶ年平均
303,315 I 280,356 I 362,286 I 222,372 I 337,878 I 301,241 

・人員配乗の変化
【震災前】

船舶の用途｜ 船員数

単位．名

網船

吋

【復興後】

｜ 復興1～2年目
船舶の用途1

船員数｜ 増減

降
一
械

以
－
埠

間口－
年

TE

n
d

－r
・

興
一
数

復
一
品桜町

探索船｜ ・7 
選議長船T...… .... 1""3 

45 
qu…7『…nu一ヲ斗J－ J－ 

…A…国AJM J－ J－ 
i i J開

8…0…3＝1 
2……1＝4 J－ J J－ 
J－ J J－ 
J－ J－ J－ 
J－ 
J－ J－ J－ 
J－ ；－ 
qu…『／…4Ezqui－ J－ 
…A…一一aJ－ J－ J－ J－ J－ 
J J－ J－ 
J－ J－ J－ 
J－ J－ J－ 
8一O一生芝勺ι……41ZA叫
．． ．． ．． ．． ．． 

．． ．． ．． ．． 
．． ．． ．． ．． 
．． ．． ．． －－ E・E・－EE・E・－

出出ハロ…！1・
機網…
搬き…
運付…

船員数の増減 .. 3名 .. 4名
増減率 .. 6.67 % .. 8.89 % 

復興後の人件費 281,159千円 274,465千円

・年齢構成の変化 単位：名

【震災前｝

年齢区分 20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計

船員数 2 9 5 4 10 15 45 

｛復興後】

年齢区分 20歳未満 20～29最 30～39歳 40～49藤 50～59歳 60歳以上 合計

船員数 5 7 12 8 8 41 

・平成27年度より、インドネシアから技能実習生の受入れを開始。

－初年度は2名を受入れ、次年度以降、船員の就職・離職状況等を見ながら、2名／年の範囲内で受入れを継続0

・技能実習生の人数は船員数全体の肉数であり、人件費にも含まれる。

， 、
【見込まれる効果】

復興3年自以降は、震災前と比較して船員数が4名減少し、人件費26,776千円の削減

が見込まれる。
、 ~ 
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（計画船団A)

2.高等学校等と連携した新規就業者の育成

0海洋高校との地域連携による漁業圃水産業の担い手育成プロジェクト
茨城県では、次世代の漁業生産を担う人材の育成・確保を施策の重要な柱として

位置付け、多様な人材がいきいきと活躍できる仕組みを作り上げることとしている。

その一環として、平成20年度から3年間、文部科学省と水産斤が連携して行う

「地域産業の担い手育成プロジェクトJの指定を受け、茨城県水産試験場、茨城県立
海洋高等学校、地域の漁協・水産加工協及び水産会社等が共同でプロジェクト事業

とを通じて担い手育成に取組んだ。

同事業の指定期間終了後も関係機関が協力して、県単事業の「特色ある学校づくり

玄援重差」により担い手の育成を進めている。

地域のまき網漁業も平成22年度からこれら取組みに参画している。

0具体的な取組み
まき網漁業では、茨城県立海洋高等学校の海洋技術科と海洋工学科の2年生を

対象に、まき網漁業での企業実習（座学講習、卒業生とのディスカッション、停泊中

のまき網漁船の見学等）を実施。

また、同科3年生のうち、まき網漁業への就業希望者を対象に、漁業実習として塞墜

に操業するまき網漁船へ乗船して見学等を実施。

0実施結果等
実習を通じてまき網漁業に対する理解が深まり、一部生徒からは、漁業に対する

悪いイメージが無くなった等の意見もあり、将来的なまき網漁業への就業希望も

出始めたことから、少しずつではあるが、事業の実施効果が見え始めている。

（参考）茨城県立海洋高等学校卒業生の漁業への就職状況

平成20年度 0名

平成21年度 1名（かつお釣り1名）

平成22年度 8名 （まき網7名、定置網1名）

平成23年度 8名 （まき網5名、かつお釣り3名）

平成24年度 9名 （まき網8名、かつお釣り1名）

平成25年度 9名 （まき網8名、定置網1名）

平成26年度 7名 （まき網5名、定置網2名）

度学講習の棟子！
/ 

、｝一 、，－7 
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（計画船団A)

（参考）水産高校等を中心とした地域の漁業・水産業の担い手育成プロジェクトの概要

〔取組みの概要〕

2学年

〔実施体制の概要〕

地域組業・水産業への就職

学校設定斜目『水産業概詣』

茨織の水産業の織況について基礎知識を身に付ける．

海洋技術科

海洋工学科 海洋食品科 海洋情報科

【専門高校】

-12-

〈地域企幾等〉
県内の漁業者・水産会社
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（計画船団A)

｜取組記号C 船団の合理化③（燃油使用量の削減）

従来は、船団全体で年間1,119klの燃油を使用。

運搬機能付き網船の導入に伴う使用量増加分（187kl）を見込んでも、船団規模の縮減

により、船団全体で、燃油使用量を削減。

・過去5ヶ年の燃油使用量の実績
｛震災前】 単位.kl

三 目平成18年度｜平成19年度｜平成20年度｜平成21年度｜平成22年度l5ヶ年平均
網船 I_ 4311_ 4011 ~4.~I 3?_71_ 4121 ~~－~ 
探索船｜ 29・51_ 272[ 18"1[ 2591 2~~［ ~~－？ 
運搬船｜ 60-61 so-61 30-81 4.:iar 4sa1 411 

1,3331 1,1791 8371 1,0941 1,1521 1.119 

復興前のA重油平均単価
復興前の燃油費

69.77円／Q
78,074干円

・復興後の燃油使用量の見込み
【震災前】

船舶の用途｜使用量（A)

網船 I 396 

探索船｜ ？$~？ 
運搬船 ｜ 471 
ー・ 1, 119 

燃油使用量の増減
増減率
A重油単価
復興後の燃油費

【復興後】

船舶の用途｜使用量（B)

じ－~~31※1~ ~ j：：。｜一．：；開運搬船 471 

言十 I 1,054 

.A. 65 kR 
企 5.81% 
87.13円／Q
91,835千円

単位.kl

増減（A-B)

M
W

一臼
一。一
目

4
l

一司4
一

‘

＆
一

4

※2 

※1運搬船機能付き網船の使用量は、同型類似船の使用実績に基づく推定使用量。

（参考）同型類似船の直近の燃油使用量実績

平成25年度｜平成26年度I2ヶ年平均 l 単位・kl
600 I 5651 583 

※2復興後の燃油費を算出する上で用いたA重油単価は、直近（平成25～26年度）の平均単価。

【見込まれる効果］

船団規模の縮減により、船団全体で燃油使用量65klの削減が見込まれる。
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（計画船団A)

｜取組記号D 船団の合理化④（修繕費の削減）

従来は、船団全体で年間79,568千円の修繕費が発生。

1.船団規模の縮減とメンテナンス低減対応の運搬機能付き網船の導入効果により、

大幅な修繕費の削減を見込む。

2.運搬船の老朽化に伴う修繕費の増加傾向を考慮しても、長期に亘り船団全体と

して修繕費の削減効果が見込める。

・過去5ヶ年の修繕費の実績

【震災前】

船舶の用途 平成18年度 平成19年度

網船 中 30,348 19,579 
・・・・・・・・・・・・・・・・・.............・・ －－－－－ー.. ・....... ・.......・・‘・・・・・・..・・．．．．．．．．且e，・・ー・・司・・・・・・・司．．．

探索船 16,868 8 300 
．．．‘・・・・・・・・......................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・e・・－ー－・ー －－－－－－・e冒・・・・・，................

運搬船 中 38,361 10,965 

計 85,577 38 844 

単位：千円

平成20年度 平成21年度 平成22年度 5ヶ年平均

定 49,745 21 ,223 中 40,720 32,323 
・・・・・・・・・ー・ー・・・・・‘・・・・・・・・・．．．．・・・司・・・・・・・・・司・・・ー・・・・・，，...... ・・4・.・・・・・・a・・・・・a・・・．．．．．曙‘・．．．－－－－ー・・...............，ーーーー．．．

定 29,798 4,423 中 19,782 15,834 
・・・・・・・・・・ー・・・・・・・・・・・・・..・．．．．・・司・・．．．．．．．‘”・.・司・・・・・・・・・・.. ・・・a町・・・・.........・・・．．．．．噛・・...．官・・ー..・・・・咽・・・・.........ー・且．．

定 47,422 14,536 中 45,770 31,411 

126,965 40 182 106,272 79 568 

－表中の「中Jは船舶安全法に基づく中間検査、「定jは閉じく定期検査を受検したことを示す。

・復興後の修繕費の見込み

【復興後】

船船の用途 復興1年目 復興2年自

運搬機能
10,000 15,000 付き網船

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ・・・・・・・・・....‘.・...............．‘司・・.........・・・・・・・.......... 

運搬船 15,000 定 50,000

計 25 000 65,000 

復興3年目 復興4年目 復興5年目

中 30,000 10 000 定 30,000
・・・・・・・・・・・・・・・司司・・・ー・・・‘・・・・・． .............・・・..・ーー，，．ー－－－．．．............................... 
15 000 15,000 中 45,000

45,000 25,000 75 000 

－表中の「中jは船舶安全法に基づく中間検査、「定」は同じく定期検査の受検予定を示す。

※1運搬船機能付き網船の修繕費は、同型類似船の修繕実績に基づく推定修繕費。

（参考）同型類似船の直近の修繕実績 単位：千円

平成21年度｜平成22年度｜平成23年度｜平成24年度｜平成25年度

8,8301 10,241 i中 33,8781 13,3891定 31,371 
5ヶ年平均

19 542 

単位：千円

5ヶ年平均

19,0001 
－－－－－・・.......................

28,000 

47,000 

・表中の「中」は船舶安全法に基づく中間検査、「定Jは閉じく定期検査を受検したことを示す。

【見込まれる効果】

船団規模の縮減とメンテナンス低減効果により、船団全体で修繕費32,568千円の削減

が見込まれる。

-14-
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（計画船団A)

｜取組記号E 労働環境性の改善（安全性及び居住性の改善）

・運搬機能付き網船

1.設計開発の要点

項目 設計開発の要点

省エネ
適正な出力の省エネ対応型主機関を選定
大口径可変ピッチプロペラの導入

作業性 作業甲板の拡大により作業性が大幅に向上

安全性
十分な乾舷と予備浮力を持たせることで、復原性が大幅に改善
海水の打込みゃ滞留水に対しても十分に対応

居住性
居住面積の拡大により、船員室の個室化（一部で2段寝台を採用）
新漁船設備基準における200トン以上の船舶の基準に準拠

コスト削減
甲板上配管スペース、機関室等における十分なメンテナンススペースの確保
耐食性の高い材質（ステンレス等）を多用

2.主要目の比較

項目 従来船 計画船

長さ（全長） 38.50m 56.30m 

長さ（登録長） 30.50m 45.70m 

長さ（垂線開長） 30.30m 45.20m 

中高 7.50m 10.70m 

深さ 2.78m 3.80m 

満載喫水 2.40m 3.30m 

乾舷 0.437m 0.540m 

GM 1.90m 2.60m 

最大搭載人員 25名 32名

航海速力 13.5ノット 約14ノット

総トン数 80トン 300トン

主機関 735kw×1基 2,206kw×1基

補機関 117kw×2基 200kw×2基

プロペラ 4-CPP 4-CPP 

舵 フラップラダー フラップラダー

バウスラスター 1.5tf 4-FPP 2.5tf 4-FPP 

スタンスラスター 一 2.5tf 4-FPP 

冷凍機 45kw×1台

-15 -



3.設備状況の比較

1 ）居住性の向上

（計画船団A)

「総トン数20トン以上の漁船に係る湯船の設備基準』（昭和47年農林省告示第668号）は、漁業許可
の適格性要件として定められているが、漁船船員、特に新規就業者の確保が困難な状況を踏まえ、
船員の居住環境や作業環境の改善、安全性の向上芥図るため、平成19年に国際労働機関CILO）の
基準に準拠した形での見直しが行われたの
その際の主な改正点（該当事項のみ）と適合状況は次の通り。

改正前 改正後
計画紛の
適合状況

寝台の出入り側の空間幅： 寝台の出入り側の空間幅：

・500トン未満寝台長辺側 45cm以上 ・200トン以上

（寝台短辺領lj 60cm以上） • 1段寝台 60cm以上

（計画満載喫水線以下の寝室 70cm以上）
寝室の

・2段寝台 70cm以上 適合
床面積等

（言十薗満載喫水線以下の寝室 90cm以上）

かつ

1人当たり寝室床面積

・200トン以上600トン未満 1.0ni

寝台の
・20トン以上 180cm×60cm以上 ・200トン以上 190cm×70cm以上 適合

大きさ

病室 必要無し 必要無し 任意設置

・50トン以上 ・200トン以上

浴室 浴槽又はシャワー付き浴室1室 6人文はその端数ごとに1つ以上の 適合

浴槽又はシャワー設備

－大便器：25人若しくはその端数ごとに ・200トン以上

1個以上 8人文はその端数ごとに1個以上の

便所 文は 大便器又は両用便器 適合

－両用便器：18人若しくはその端数ごとに

1個以上

必要無し ・200トン以上

洗面所 洗面器が6人はその端数ごとに 適合

1個以上

2）労働負担の軽減

従来船 計画船

スペースに余裕が無いため、航海時
十分なスペースを確保することで、安

操舵室
のワッチも少人数で行わざるを得ない

全面にも配撮した適正人数でのワッチ
ことから、担当船員にかかる負担も大

体制が構築され、船員負担も軽減。
きく、安全面にも悪影響。

スペースに余裕が無いため、メンテナ
十分なスペースを確保することで、メン

機関室
ンス時に作業がしづらく、作業時間も

テナンスや換装を容易に行えるように
要し、担当船員にかかる労力の負担

なり、船員の作業負担を軽減。
が大きい。
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（計画船団A)

0運搬機能付き網船船員室等の配置状況

船員室を個室化（一部で2段寝台を採用）し、プライバシー配慮型の船員室構造。

各室にテレビ・冷蔵庫を設置する等、快適性にも配慮。

スペースの都合上、これまで設置で、きなかった病室を新設。

幹部船員の居室を上甲板上に配置することで、不測の事態にも即応可能。
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（計画船団A)

（参考1) 80トン型網船船内設備等の状況

寝室（一般船員用） シャワ一室 トイレ

食堂 炊事室

操舵室 機関室
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（計画船団A)

（参考2）向型類似船（300トン型運搬機能付き網船）船内設備等の状況

寝室（一般船員用） 浴室 トイレ

食堂 炊事室 洗面所・洗濯室

操舵室 機関室
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（計画船団A)

両組記事F有力目価値向上等 I 

船団規模の縮減に伴い漁獲量が減少する見込みの中で、漁獲量全体の80%以上を
占めるマイワシ・サバ類について、販売単価のアップに取組み、水揚額の確保に努め
る必要。
また、計画船団の導入によって操業効率を高め、地域水産加工業に対する良質原魚
の安定供給に努めながらも、集中水揚げ等による魚価下落防止への対応が必要。

1運搬機能付き網船による冷海水締め漁獲物の生産を実施。
2.運搬船によるコンテナバッグを活用した漁獲物の小口運搬の実施。
3.運搬機能付き網船及び運搬船による分散水揚げの実施。

・震災前の水揚状況 数量トン、金額：千円、平均単価：円／kg－ ・平成18年度｜平成19年度｜平成初年度j平成21年度｜平成22年度I5ヶ年平均
数量 J 16}6151 12,2141 11 ~644 1 6,95~1 ~－·－~4.~I 11 ，＿~9? 

金額 .1 $~~＿，~4~ I ~：3~.~~$ 11 ＿.~？：~，2~~ I 4~？.~4~ I ~~？－·~~~I ~2~ .－~~~ 
平均単価｜ 50.21 I 68.72 I 88.22 I 71.47 I 94.93 I 72.04 
※震災前の水揚げは、全て水氷によるもの。

・直近の水揚状況 数量トン、金額．千円、平均単価：円／kg－ ・平成25年度｜平成26年度I2ヶ年平均 E

数量 J 19.~o~ I 1 ~.~37 I_ 1 Ol＿~9-
金額 I ) ·－~~3_. 563 I ?:s4.~91 I ~~9,977 
平均単価｜ 96.s.4 I 78.86 I 87."60" 
※直近の水揚げは、全て水氷によるもの。

・復興後の生産計画
｛復興1年目】 数量 トン、金額；子円、平均単価．円／kg

運搬機能
付き網船

運搬船

冷海水締め｜ 水氷 ｜コンテナバッグ｜ 小計

合計

数量 J 1 ＿，~~－~ I ~. 1~6 I 1_q?_ L ~.2~4 _I ~－·－~？＿7 
金額 I ~~~＿，~？~I ？：~~. q~$ I ~：~，449 I_ ！~~.~28 I s：~~＿，＿q1~ 
平均単価 1 96 I 88 I 180" I 89 I 9・0 
※生産数量の合計は、同型類似船団の操業実績を参考に震災前数量の15%減少とした。

※船別の生産数量割合は、同型類似船団の実績を参考に運搬機能付き網船15%、運搬船85%とした。

※船別・生産構成別の販売単価設定は次の通り。

＜運搬機能付き網船＞

冷海水締め 冷海水導入船の実績単価を参考に直近（平成25～26年度）実績単価の110%とした。

＜運搬船＞

水氷 直近（平成25～26年度）の実績単価とした。

コンテナバッグ 鮮魚取扱業者の買付相場を参考に180円／kgとした。
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（計画船団A)

【復興2年目以降】 数量：トン、金額：千円、平均単価：円／kg

運搬機能
付き網船

運搬船

冷海水締めi 水氷 ｜コンテナバッグ｜ 小計
合計

数量 I 1,453 I 8, 126 I 108 I 8,234 I 9,687 
金額 I 139,488 I 739,466 I 19,440 I 758,906 I 898,394 
平均単価 1 96 I 91 I 180 I" ・92 I 93 
※生産数量の合計は、同型類似船団の操業実績を参考に震災前数量の15%減少とした。

※船別の生産数量割合は、同型類似船団の実績を参考に運搬機能付き網船15%、運搬船85%とした。

※船別・生産構成別の販売単価設定は次の通り。

＜運搬機能付き網船＞

冷海水締め 冷海水導入船の実績単価を参考に直近（平成25～26年度）実績単価の110%とした。
＜運搬船＞

水氷 直近（平成25～26年度）の実績単価に分散水揚げ実施時の効果（同型類似船団の分散実績を
参考に直近（平成25～26年度）の実績単価の117%を想定。）を加味した。

コンテナバッグ 鮮魚取扱業者の買付相場を参考！こ180円／kgとした。

【見込まれる効果】

運搬機能付き網船を中心とした付加価値向上等の取組みにより、資源管理を推進しながら

収益性の高い生産体制へ移行することが可能となり、復興2年目以降、水揚金額77,471千円

の増加が見込まれる。
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（計画船団A)

・具体的取組み

1運搬機能付き網船冷海水締め漁獲物の生産

冷海水鎗において製造した冷海水（2°C前後）と砕氷が入った水氷の中へ漁獲物を
投入することで、漁獲物は即殺され、死後の鮮度保持効果が向上。
この際、魚体温度等による水温上昇を抑え、鮮度保持効果を持続させるため、漁獲物
の積鼓量は魚鰭容積の30%程度とする。
運搬中は、各魚槍内の温度センサーを用いた温度管理を行い、必要に応じて砕氷の
追加使用等の対応をすることで、水揚げまでの問、高鮮度状態を保持。
本計闘では、鮮魚・加工原料向けを想定した400g以上のサバ類を中心に生産実施。

0設備内容

－冷凍機

45kw×1台

－冷海水鰭

1.sm×2箇所

－冷却時間

+25°C→＋2°C 約5時間で冷却

0冷却効果

16 

12 

£ 8 
:I<:: 

4 

24 

時間

【見込まれる効果】

約24時間以上の
鮮度保持効果

48 

（マアジの参考例）

船首方向 一量

船上で直ちに冷却処理した漁獲物は、予冷しない

場合と比べてK値で1日程度の鮮度保持効果の違

いが生じる。（左図を参照。）

予；令しない場合、K値の差だけではなく、魚肉の

軟化、旨味の低下が進行し、時間の経過とともに

著しく品質が劣化する。

※K｛直

鮮度の指標として用いる数値で、東lj身には20%以

下、加熱用には20～50%以下が適し、値が小さい

方が鮮度は良好。

漁獲後の速やかな冷却処理により高鮮度化が図られ、鮮度保持効果が向上。

付加価値向上による増収効果は勿論のこと、砕氷の使用量も削減。
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（計画船団A)

2.運搬船コンテナハック、を活用した小口運搬

魚体の弱いマイワシを中心に、積込み、運搬、水揚げ等の各作業工程において、
漁獲物が擦れたり潰れたりする等して傷み易いことから、鮮魚向け販売を想定した
小口運搬を実施。（1パックあたり0.2トン程度の積込み）
小口運搬による魚体へのダメージ軽減と水氷による十分な冷却を行うことで、鮮度
保持にも改善効果。

Oコンテナバッグによる運搬事例

0運搬船の魚鱒使用イメージ

【見込まれる効果】

コンテナバッグ（2魚舗）
1魚鎗あたり10パック積蟻

4トン／日（1魚鎗あたり10パック×2魚鎗）を目標に生産に取組み、地元における

約50トン／日の鮮魚向け需要の中での差別化を図ることで、増収効果を期待。

マイワシ以外の魚種についても、漁場形成、漁獲状況、市況、買受人の意見等、

様々な要因を考慮しながら適宜実施。

※費用の概算

・マイコン（魚用）及び内袋、メッシュパレット、ダンプレート、吊り金異の一式で飽盟主目。
周内袋は使い切りになるが、その他資材は十分に洗浄等を行いながら複数回の使用が可能。

設備導入費用 10万円×10セット×2魚膳＝200万円
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（計画船団A)

0コンテナバッグnの仕様等

－マイコン（魚用）

品名 マイコン｛魚用｝
容量 1020L/7~肱＆
本体 阿国w同 φ ）（ 1300mmh 
I!!:入口 煩し
t再出口 無L
※，、

トー－ 1000φ 一一→｜

活d凶ョ l継いつけ無し団...... 且＂＂ ，冒曹冨 国骨 JM. 梧

1 x ~・E pp 1940dt 13X 13 fl-ラミ ’E 
2 Iii' fl≪ pp ~ l940dt J3X 13 ＃ラミ哩野

4 u 弓． 糟守 pp ~ 同40也 13><13舛＇！ l.膏

6 

~－ 
pp I 194口融 13><13再ラミ膏

8 同ベルト PP 2 7曲nmma周～圃145-0mm
9 d:tCI・.U‘酔ー＿_, pp 20mmm 1200mm ，。 反’E，、ー川 PP I 7世nmm 回

16 PE向鍾 PE 1 ロ \5~ ）（ 1100...司）（3100-明m平トル
17 マむ？'J予ー？ 2 
18 S署 I 自主マタイ ，くI~

....信胃 目 2014卑9)18日 同信＂＂ョ，e A KAMA 
帽 ’a

日本マ事イ様式東会京批Iii!コン予t&il東京営業思〒，11-852.2 台東区元浅草2-6-7

※マイコン（魚用）だけでは縫い目から水漏れが起こるため、水漏れ防止用にPE製内袋を使用。

・コンテナバッグ収納用メッシュJ~ レット
＜特長＞

・メッシュ構造で軽量・強い強度を確保。

・折りたたみ・段積みも可能。

寸法：し1,050×W1,050×H1,000

荷重：1,000kg

自重.61kg

仕上：三価クロム電気更鉛メッキ

・ダンプレート（中空プラスチック構造板）
マイコン（魚用）と収納用パレットの摩擦軽減と断熱効果を目的として、パレット内側の側面及び

底面に使用。

一吋
d
a
r
J
 

』
姐
mmF

DAN  PLATE 主使用例

＜特徴＞ ・衝撃強度、圧縮強度が抜群、耐薬品性・耐油性・耐水性に優れている。

・断熱性・遮音性にも効果を発揮。弾力性・復元性に優れている。

＝一体構造のため、両面と中芯の剥離の心配がない。

・軽量で、裁断・折り曲If等の加工、取扱いが容易。

・導電性があり、静電対策に最適。防塵効果も抜群。
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（計画船田A)

0使用漁船における漁獲物の積載可能状況

容積Cm)I 積載量（トン） ｜ 備考

N9:1 f:':t.-1 ~？ .• 1~ I 1.?_ I 積付率~~~－
・N9:?. f::tt.-r ~~j~ ・1 :z1 :i: 積付率~~~－
No.3 F.H. I 75.01 I 2"3. I 積付率30%

計 I 200.oa r一一一一面TI…（A) 
－各魚鎗の積載量は、冷海水の使用と併せて冷却斑を無くし高鮮度化に努めるため、容積の30%とした。

・・・（B)

・コンテナバッグ使用を除く各魚緩の積載量は、現状の使用状況と同じく容積の60%とした0

・コンテナバッグへの積載量は、魚体保護及び高鮮度化に努めるため0.2トン／袋とした。

積載量合計 I 360 I…（A）十（B)
（参考）運搬船の震災前の積載量
三 ・容積cm)I積載量（トン） 震災前 ‘ 復興後

No.1～7 F.H.1 641.61 3851…（C) 積載量（C) . 積載量（A)+(B)

－積載量は、現状の使用状況と同じく容積の60%とした。
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（計画船団A)

0砕氷の使用量削減効果

－震災前の砕氷使用量
数量：トン、金額：千円

一～～～～』 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 5ヶ年平均

実績水揚量 16,615 12,214 11,644 6,959 9,548 11,396 

砕氷使用量 6,861 5,933 5,178 4,131 5,195 5,460 
ーーーー・・同四ー・圃圃圃園面・・圃圃晶画 岨ーーー・・・・・・・・・‘・・ 世ーーーーーーーーーーーー聞． 哩聞・・・ーーーー園田園咽圃園田 帽胃咽咽ー陣園田’ーー田圃同開園 －－圃・・a圃圃ー..－・・ー・重量圃 画・圃圃圃閉園..--.. －圃圃陣

砕氷使用額 64,990 56,201 49,049 39, 128 49,210 51,716 

砕氷使用量割合 41.30% 48.58% 44.47% 59.36% 54.41% 47.91% 

－復興後の砕氷使用量見込み
数量：トン、金額：千円

＼ ＼  
運搬機能

運搬船
付き網船

冷海水締め 水氷 コンテナバッグ 小計

計画水揚量 1,453 8,126 108 8,234 
同司圃圃圃圃幽圃圃ーーーー聞－ －圃’ーー ’困層咽聞骨司．．．開胃咽司・圃 ーーー圃圃圃圃圃圃岨町国幽量圃 ーー岨圃圃圃ー圃ーーー圃ー・・ー ーー・・・ーー・・ーーーーーー

計画砕氷使用量 436 4,063 43 4,106 
開帽圃圃咽圃圃ーーー・ーー四・・・ーーー 圃圃・ー圃圃・ーーーーー圃圃圃 ー・・・・・圃圃・岨曲圃圃岨画面圃圃 帽圃岨岨醐圃ー岨帽骨骨圃咽骨骨圃 明R ’・........帽圃晴聞帽咽陽園圃骨

砕氷使用額 4,130 38,485 407 38,892 

砕氷使用量割合 30.00% 50.00% 40.00% 49.87% 

※2 ※3 ※4 

※1砕氷の単価は、トン当たり9,472円。

※2砕氷使用量割合は、冷海水導入船の使用状況を参考とした。

※3砕氷使用量割合は、鮮度保持強化に取組む近年の使用状況を勘案した。

※4砕氷使用量割合は、コンテナ方式採用事例の使用状況を参考とした。

， 
【見込まれる効果】

砕氷使用量の増減

増減率

復興後の砕氷使用額

合計

9,687 
ー．，．田明間帽骨骨圃胃・田晴骨

4,542 
’田園町－ －開園町胃司曙聞司司

43,022 来1

46‘89% 

• 918トン

企 16.81% 

43,022千円

水揚量の減少及び冷海水の使用等に伴い、砕氷使用量918トン、砕氷使用額8,694

千円の削減が見込まれる。
、
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（計画船団A)

3.分散水揚げ

近年の操業は、燃料価格の高騰、操業ロス回避の考えから、漁場が分散し難く、

漁獲物の水揚げも漁場至近港へ集中する傾向があり、集中水揚げ時は魚価が

暴落し、混雑から水揚げ時間が長時間に亘り、船員の労働負担も大幅に増加。

指の乗りが良い大型のサバ類が漁獲される三陸沖での操業を中心にして、各船

の鮮度保持能力と運搬能力を最大限に活用し、市場の需給バランス等を考慮し

ながら分散水揚げを実施。（復興2年目以降、計画船団Bとの共同運搬も並行

」玄室盤し、分散水揚げを強化する。）

また、受入れ環境の改善が見られる三陸～常磐エリアの被災各港（大船渡、女川、

塩釜、小名浜等）について、漁場形成、復旧状況等に応じて適宜活用。

0季節毎の漁場形成と水揚港利用のイメージ
※図中の漁港名に併記した数量l立、各港における漁獲物受入可能置の回安。

(12～6月、 常磐j中） (7～9月、八戸j中） (10～11月、 三陸沖）

量平・遊蝿（3ぼXlトン｝

五盤μ』姐と之i

漁獲物を積載できるのは運搬船のみで、遠隔地へ運搬すると翌日の爆業に間に合わないことから、 至近港を中心に運搬。

水掲げが集中した2至近港では、処理能力を超えると魚fllliが暴落し、売上げが伸び悩む傾向。

（
復
興
前
）

信平・霊暗（3α泊トン）＇

（
復
興
後

）
企ゑ溢以鎚k主4

曲二手．量管値目α>:lf.'J)

運搬機能付き網船にも漁獲物積載が可能となることから、必要に応じて、適室、分散水揚げを実施し、適正魚価の確保に努める。

計画2年目以降l立、計画船団Bの参加により共間運搬も可能となるため、より効率的、息つ、効果的に分散水揚げが可能。

-27 -



0共同運搬時における積載パターン

計画船団A

（操業船） （積載船）

ぞ獄ヂ｜ く避的i~ I 

＜酬 B I 

【見込まれる効果】

（計画船団A)

計画船団B

（操業船）

＜ア：：~：~I

一今

（穣載船）

＜運搬船 B ｜ 

＜二町ム ｜

分散水揚げにより魚価安を田避し、適正魚価を保つことで、水揚額の確保が可能。

地元港への搬入機会増加により、地域水産加工業に対する良質原魚の供給強化。

水揚作業がスムーズに行われることで水揚時間の短縮に繋がり、船員の労働負担も軽減。

被災地域での水揚げ実施により、まき網漁獲物の販路回復・拡大に繋がり、関連作業の

活性化にも貢献。

※共同運搬は、試験的取組みで、あって、計画2船団が同一程度の回数を実施予定である

ことから、積載運賃等の料金精算は行わない。
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（計画船団A)

l取組記号G 漁港機能の回復に伴う水揚げの促進 ｜ 

・波崎漁港の歴史

波崎漁港は利根川河口を利用した河川港から始まり、昭和26年に第3種漁港の指定

を受けて防波堤及び岸壁等の整備が進められ、昭和40年代は大中型まき網漁業、

沖合底びき網漁業、かつおまぐろ漁業等の沖合・遠洋漁業、その他沿岸漁業が存在し

賑わったが、手lj根JIIからの土砂の流入により漁港内の水深維持が思難になったこと
から、昭和48年から新漁港の建設に着手し、昭和63年4月に漁協事務所及び魚市場

機能を移転し、ほぽ現在の姿となった。

昭和初年｛河川港） 国a唖副a国璽鍾E

ちに
一
一
戸
・、－a
p

・

5

…一
一
r

州内
山
北
川
ベ
山

・地場水産業の状況変化

新漁港移転後、平成元年度には大中型まき網漁業によるイワシ・サパ類の水揚げで、

水揚数量約22万トン、水揚金額約48億円を記録したが、その後、水産資源の減少により

水揚げが激減し、基幹業種の大中型まき網漁業が廃業等の厳しい情勢に追い込まれた。

これら悪影響は水産加工業にも波及し、波崎地区の水産業全体が危機的な状況に

陥る中、大中型まき網漁業においては、行政の支援を得ながら減船・休漁等の資源

回復に向けた取組みを実施し、その後、サバ類資源に増加傾向が見られたことから、

水揚げも徐々に回復し始め、水産加工業においては海外輸出にも積極的に取組む等、

地域としては活力を取戻しつつあった。

・東日本大震災の発生

水産業を取り巻く環境が改善し始めた矢先、平成23年3月に東日本大震災が発生し、

漁船、漁港及び関連施設等が甚大な被害を受け、併せて東京電力側福島第一原子力

発電所の放射能漏れ事故による風評被害により、波崎漁港での水揚げや水産加工業

による水産製品の製造・販売が完全にストップした。

・復興に向けた取組みの状況

未だ震災の影響は残るものの、大中型まき網漁業は操業を再開し、行政の指導の下、

放射能測定検査を行う等、漁獲物の安全性確保に努め、収益性の高い操業形態への

移行を進めながら、漁業活動を継続している。

また水産加工業も、販路回復に努めながら、新たに消費者ニーズに合わせた国内向け

水産加工品の開発・販売や海外輸出に向けた施設整備等にも積極的に取組んでいる。
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（計画船団A)

【大中型まき網漁業による波崎漁港への水揚げの状況】

・震災前5ヶ年の水揚げ実績 数量．トン、金額：千円（税措）、平均単価kg／円

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平均

数量 59 029 45 907 11 801 16 420 21 468 30,925 
..・・・・ーー・ー・・・・・・ー.・・．・・・ー・ ー・...ー・司・・ー，...・・・ー・・ー・・・・ーーーー．．，．．，，．・ー.........................ーー・・・．，・・ーー・‘・・ーーー・・・，．・・・・・・ーーーー ーー・ーーー・ー．．．．‘・...・e・・・.......・・，E・・.......... ，．．．‘ー..・.・・・a・・・・・・．a・・・............’・・e，，・ー・・・・ーーー・．
金額 2,528,651 2 726 061 714 692 496,403 1 043 318 1,501,825 
・・・ーーー・ーー・・・・．．．．．．．．．．・a .....................・・・・ーーーー・・・ー・ー－－－－－－．．．．．．．．．．．‘、，，，．．．．．．．．.....・・・b・e・.ー......・・・・a・a町・・．．．．． ーー・ー・聞，．．．．．，．．‘・・・．．．．．．．．．．．．．•••• • ••••• • ••• • • • •••••• a“・・・’“・・．．．．冒・・・・・・・・・・・．．．‘ー・..........
平均単価 42.84 59.38 60.56 30.23 48.60 48.56 

主な魚種 サパ類56% カタクチイワシ64%サパ類59% カタクチイワシ51'tもカタクチイワシ62%カタクチイワシ62'tも
と数量害lj合 カタクチイワシ29%サパ類33% カタクチイワシ40%サパ類47% サパ類28% サパ類28%

0波崎漁港におけるまき網漁船の水揚量は、平成元年度の約22万トンをピークに激減した
が、その後は年間5～7万トンのレベルで推移。（平成20～21年度は、河JII fJ、らの流入土砂
が港内に堆積したことによって水深不足が生じ、船舶の出入港が制限されたため水揚げが

大幅に減少。）

O所属まき網船団が地元港を基地とした操業を行う12月～翌年7月、加工原料・館料向けの
立ぷ盟、餌肥料向けのカタクチイワシ巷主体とした水揚げ。

・震災後の水揚げ実績 数量．トン、金額：千円（税抜）、平均単価kg／円

平成23年度｜平成24年度｜平成25年度｜平成26年度｜ 平均

数量 I 4 .1. 1 _,g~ ~ .1. ~？.1 ?.?. .1 ?..9.! o ~ ~ I 7.~ .5.~~ ............. －－－－－－・・．．．．．． ．．． ．． ． ．．．．． ．・－－－－．． ．’”－ ． ．．．・・・・－．．．．．．．．‘・．.......”・－－－．．．．・・－－－－・・・・・・・4・M ・・・・・・・・・・・－．，．．．．．．．．．．．・.........・・田・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
金額 I ~§41. ?1_,_ 1 ？.~ .1 ~？2?_?1? .1 1 _,gq~ ！ 1g?. I ~27.!0~！. ・・・・・・・・・，............ .. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ................ ・ー ・ーー－－－－－－－－－－－－－－－ーー・ーーーー・ー一．.........................・・・............・・・・・・・・・・・・・ー・．．．
平均単価 1 76.001 58.761 61.651 50.171 53.94 

主な魚種 1市川ー ん
と数量害lj合 U ;/ oVV判

カタクチイワシ91%1マイワシ55% lサパ類BB'tも 1サパ類72%
マイワシ9'tも iサパ類45% lマイワシ11'tも 1マイワシ24%

0震災以降～平成25年1月までの聞は、福島第一原発放射能漏れ事故による風評被害の
影響及び漁港及び関連施設の復旧工事のため、水揚げはほぼ皆無。

0愚評被害の影響等もある中、平成24年2月より餌肥料向けのカタクチイワシの水揚げから
試験的に再開され、その後、漁獲魚種に変化が見られて、加工原料向けのマイワシ・サパ

類を主体とした水揚げにシフト。

0 風評被害の減少、漁港及び関連施設の復旧工事の完了等、受入れ環境が整うにつれて
徐々に水揚量は増加するも、震災前の平常レベルには遠く及ぱず、水揚げ回復に向けた

更なる対策が必要。
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（計画船団A)

【波崎地区水産加工業の設備概要及び営業状況】

0事業者数
27事業者（個人10事業者、法人17事業者）

0冷蔵・冷凍能力
冷蔵：21ヶ所 122,000トン 冷凍：12ケ所 1,800トン

その他、必要に応じて関東近郊の営業用冷蔵庫を使用。

0取扱い魚種
サパ類、マイワシ、カタクチイワシ、アジ等

0製造品目と製造量（平成26年実績） 数量：トン

品目 数量 ｜ 主な用途 主な販路

海外輸出 水産商社を通じて、東南アジア、中束、函アフリカ等

冷凍品 I 115,5871加工原料

養殖飼料

大手水産会社、水産膏社を通じて全国の水産加工会社

水産商社、金漁連等

間味加工品1 12!.a.~3 I缶館、みりん干し、漬け魚等｜大手水産会社 （OEM~、スーパー・土産物店等（NB )

鮮魚 I 6！~681 ｜築地中央卸売市場、関東～際酋地区地方卸売市場
｜ ｜魚粉 ｜飼料配合集者

飼肥料 I 6.486 I I 
， ．養殖用餌料（ペレット原料）｜主に四国・九州地区水産商社

干物・塩蔵品J 1!.47.~ I ｜関東・中部、関西の地方卸売市場、スーパー、問屋等
その他 I 1,149 I冷凍食品 ｜大手水産会社、生協、問屋等

合計 I 144,407. 

0近年の取組み状況
輸出拡大に向けて、国のHACCP対応のための施設改修支援事業を活用し、関連施設の衛生高度化を推進。

国産水産物の流通の目詰まりを解消するため、 「国産水産物流通促進事業Jを活用した製造販売の実施。

・課題と今後の取組み

0地元港を通じての地域水産加工業に対する原魚供給量は圧倒的に不足。

0近年増加した海外輸出以外にも、計画船団による「取組記号FJ（本資料P.20を
参照）の取組みを通じて供給される高鮮度漁獲物を用いた魅力ある国内消費向け

水産加工品の製造・販売を強化。
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（計画船団A)

【波崎地区水産加工業における加工製品等の一例】

（鮮魚・冷凍品）
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復興の取組み内容説明資料

（取組記号A～G)

計画船団B

北部太平洋大中型まき網漁業地域漁業復興プロジェクト寸

（波崎地区）

資料2一③



（計画船団B)

復興の取組み内容説明資料

記号 説明内容 ページ

目次 I P.1 

東日本大震災による波崎地区の被害と復旧の状況 I P.2～P.5 

A ｜船団の合理化①（船田規模の縮減） I P.6～P.10 

B ｜船団の合理化②（省人化） I P.11～P.13 

c i船団の合理化③（燃油使用量の抑制） I P.14 

D i船団の合理化④（修繕費の削減） I P.15 

E i労働環境性の改善（安全性及び居住性の改善） I P.16～P.24 

F i付加価値向上等 I P.25～P.32 

G ｜漁港機能の回復に伴う水揚げの促進 I P.33～36 



（計画船団B)

東日本大震災による波崎地区の被害と復旧の状況 J 

1.まき網漁業の被害と復旧の状況

・波崎地区におけるまき網漁業全体の主な被害

被災者 被害物件 被害の肉容 震災後の対応

探索船（99トン） 港外へ流出後、座礁 廃船処理→代替船（100トン）を取得

A宇土
作業艇（0.9トン） 港外へ流出後、沈没 廃船処理→代替船（1.1トン）を取得（計画船団A)

漁網1ヶ統 港内外へ流出後、損接 廃棄処理→共同利用漁船等復！日支媛対策事業により復旧

8社 網船（80トン） 港内で転覆 復旧

（計画船田B) 漁網1ヶ統 港内外へ流出後、損壊 廃棄処理→共同利用漁船等復旧支媛対策事業により復旧

網船（80トン） 港内で沈没 廃船処理→代替船（199トン）を建造
C社

漁網1ヶ統 港内外へ流出後、損犠 廃棄処理→共同利用漁船等復旧支援対策事業により復旧

・計画船団Bの被害状況等

O漁船被害
－港内に係船中の網船（80トン）が津波により転覆し、水没0

・震災直後、事業継続の方針を打ち出し、早期の操業再開を目指して代船建造の方向を
模索するも、沖合まき網漁船を建造可能な造船各社は、既存の受注、その他の被災漁船
への対応等により船台予定が逼迫しており、早期の代船建造が不可能な状況。

－雇用船員を抱えたまま休業を余儀なくされる中、事業継続の方向性に強い不安を感じ、
早期の操業再開に向けて被災船の引揚げ復旧の可能性を模索。

－サルベージ会社・造船会社による調査の結果、大規模修繕が必要となるものの、再使用
は可能との見解が示されたことから、復旧を決断し、引揚げ後、復旧工事を実施。

・復18工事開始から約5ヶ月を経て復旧が完了し、平成23年10月末から操業を再開。
しかしながら、建造から既に25年を経過しており、今後の継続使用に関して強く懸念。

0漁異被害
・網船に積載していた漁網1ヶ統が港内へ流出し、損壊0

・被災漁船の復旧と併せて、地区内開業者からの融通や他の保有漁網を活用する等して
急場をしのぎ対応。

－その後、「共同利用漁船等復旧支援対策事業」の活用により復旧された漁網等を用いた
操業を実施。

－被災により、従前から課題となっていた高コスト生産体制からの脱却に遅れが生じ、

且つ、被災漁船の復旧等により経済的負担が増加。

－今後の安定的、Eつ、持続的な漁業経営を考える上で、資源管理型漁業への適応
が可能な収益性の高い生産体制への移行は必要不可欠。

・先行する改革型船団等を参考にしながら生産体制を再構築し、地域水産加工業と

の連携を含めた構造改革・復興の取組みを推進する必要。

q
L
 



【まき網漁船の被害と復旧の状況】

t被災前）

（復旧恥
-t 

【漁網の被害と復旧の状況】
h冒~.l 11 

（被災後）

（計画船団B)

司。



（計画船団B)

2.漁港及び漁港関連施設の被害と復旧の状況

・漁港岸壁及び航路・泊地等

岸壁の崩落や歪み、舗装面の亀裂・奈I］離損傷等

基礎砕石の流出により、防波堤の一部に崩壊の危険性

港内の航路及び泊地に流入土砂が堆積したことで水深不足が発生

港内の航路及び泊地に流出したまき網漁網・車輔等が埋没

→平成24年末までに仮復旧を終え、平成27年3月末までに復旧工事を完了

・漁港関連施設（漁協事務所、魚市場、製氷工場、風力発電施設）

浸水被害による関係設備の損壊等

液状化現象による関係施設の地盤沈下

→ 平成24年8月末までに復18工事を完了して利用再開

【波崎漁港（外港部）の被害状況図】
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【波崎漁港（外港部）の被害と復旧の状況】

（被災直後）

（計画船団B)

E
U
 

（復旧後）



（計画船団B)

｜取組記号λl合団の合理化① （船団規模の縮減）

従来は、網船（80トン）、探索船（86卜ン）、運搬船（336トン）の1船田3隻の船団構成で、

生産コストの抑制が課題。

1.網船（80トン）、探索船（86トン）、運搬船（336トン）の使用を廃止。

2.運搬機能付き網船（270トン、中古船）及び運搬船（370トン、新造船）を導入。

今般、取得する運搬機能付き網船（270トン）は、新造する場合と比較して1/3程度の

導入コスト負担で済むため、全体の設備投資額に抑制効果。

・船団構成の変化

．・・ 4・．
【震災前】 ＼ 
1船団3隻体制 : 

（網船、探索船、運搬船、作業艇×2隻） ． 

網船 8,0ドン

．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・·~・

／ 【復興後】 ＼ 
： 1船団2隻体制 ： 
: （運搬機能付き網船、運搬船、作業艇×3隻）・

くさ忌旦7a竺を軍司｜

運搬機能付き網船

270トン

、＜；ーが一一｜； 
・•－ ... ~ －．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・v

： 〈 運搬船 370トベ言石Bl
． 、、‘ E． 司、・. I ． 

－ 

． . .• 
・．．‘．－・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-

・船団構成の比較

【震災前】 【復興後】
『～～『』 船員数（名） 総トン数（トン） 魚鎗容積（『Ti)網台面積（rri)

網船 25 80 70.00 
ー開鴫軍司副司・ー－－－．．．． ・・ー・・ーーー・ －ーー・・・・・・ ー－－－－－－－－－

． ． 

探索船 6 86 、、＼ 『～～、、

運搬船 12 336 573.63 『～、h』

言十 43 502.0 573.63 70.00 

比wv

『＼＼ 船員数（名）総トン数（トン）魚鎗容積（『l'il網台面積（rri)

可麗正支寸
「一一一一一一一一「 γ一『士官←「

ー -開 I ~ 

－－－－－－－－－ ，・－－－－－－－－－ ー・・・・同，．圃圃
還殿様能付き網船 27 270 215.56 70.00 

Xi藤正lr1
晶、－ Eー晶、•, でーでー~可ーい
・． 哩里 幽

運 搬船 13 370 570.00 『、、、、

計 40 640.0 785.56 70.00 

※作業艇は母船に完全洛載文は船尾連結された状態で漁場まで移動し、漁場において母船から各艇へ船員1～2名の船員が移乗して
運行される。

増減
船員数｜総トン数｜魚膳容積｜網台面積

企 31138.01211.931 0.00 

・生産コストの削減効果（復興5ヶ年の平均）
取組記号B船団の合理化②（省人化）
取組記号C船団の合理化③（燃油使用量の抑制）
取組記号D船団の合理化④（修繕費の削減）
取組記号F付加価値向上等（うち、漁具費）
取組記号F付加価値向上等（うち、砕氷の使用量削減効果）

削減額の合計

... 17,074千円

22,843子円

企 23,175千円
1,439千円
... 10,996千円
... 26,963千円

取組記号B～D及びFの取組みにより、生産コスト26,963千円の削減効果を見込む。

au 



・操業体制のイメージ

0震災前の操業イメージ

（計画船団B)

1船団3隼体制（銅船‘捜索船、軍極船）による提婁

日帰り操業を基本とし、1航海で1～3困の操業を行う。

φ－－－ 
船 86トン

網船の裏漕ぎ

一．．．．．．．．．一・．一司.，....... . ーベ

， ， 
、、

※作業艇Bf玄、操業中の軽作業に使用。

＼ ・・・・砂
、＞－－LI亙露〉， ， ， 
運搬船の裏漕ぎ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・圃・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・圃・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

0復興後の操業イメージ
1船団2隼体制（運櫨櫨能付き網船、運櫨船）による握婁

日帰り操業を基本とし、1航海で1～3回の操業を行う。

．運搬船に漁獲物を積載する場合

‘．．．．．．．・・4砂
スラスターの推力

‘ ．ノl－・・ ノ Ii'I織機能
く2翠ζトーイ ｜付制

、I2'7c＆ン
網船の裏漕ぎ 、、
‘．．．．．．．・・4砂

CPP＋フラップラダーによる権力

・運搬機能付き網船に漁獲物を積載する場合

‘．．．．．．．・・4惨
スラスターの推力

‘．．．． 〆｜常勝
＜豆亙コーーベ

網船の裏漕ぎ
、、

‘．．．．．．．・・.
CPP＋フラップラダーによる権力

、 ・・・・険
運織紛

370トン

、 ..－－ーー一、
）－四L主主総五〉
/ 
ノ

ーー匡霊主〉．．令
漁網を曳航

運搬船の裏漕ぎ

従来、網船のバランスを保つため探索船が行っていた裏漕ぎは、運搬機能付き網船（270トン）の船首に

装備するサイドスラスターと船尾のCPP＋フラップラダ一、作業艇（19トン）による裏漕ぎで対応。
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（計画船団8)

・運搬機能付き網船（270トン）の一般配置図と設置設備等

Oフィッシュポンプ（吸引能力：約100～150トン／h)
漁獲物積込み時における魚体損傷の軽減と作業の迅速化。

O主機関の防援対応

弘司L
司事冒量z

盟主旦挺進Z込旦」

UPPaR D岳：CKPLAN 

止説辺」主位！..

主機関の防振支持の採用により、低騒音・低振動化が図られ、居住性等が向上。

O船尾トリムタフ
船尾に揚力を作って船尾トリムを解消することで、船底で発生する抵抗の低減効果。
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（計画船団B)

・運搬船（370トン）の計画一般配置図と導入設備等

0冷海水製造装置
漁獲物の冷却に使用する冷海水（＋25℃→＋2℃、約6時間で約50ni）を製造し、

砕氷の使用と併せて十分な予冷を行うことにより漁獲物の鮮度劣化防止。

0温度センサー
冷海水槍、魚鱒に設置し、冷海水及び積載漁獲物の適切な温度管理を実施。

0海水紫外線殺菌装置
紫外線による殺菌作用で船上使用の海水を殺菌し、積載漁獲物の高度衛生化は

勿論のこと、洗浄作業にも使用。

O船尾トリムタフ
船尾に揚力を作って船尾トリムを解消することで、船底で発生する抵抗の低減効果。
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（計画船団B)

・作業艇Cの計画主要自と一般配置図

0『低抵抗型プロペラガードj（特許庁実用新案3145444号）
操業中における漁網・ロープ類の巻込み事故を防止するために船尾船鹿部

へ装備するプロペラガードについて、水流抵抗の低減化が図られ、従来型

のものと比べて燃費向上等の効果。（既存船でも改修導入済み。）

【作業艇Cの計画主要寸法等】

総トン数 I 19トン
全長 I 19.97m 
登録長さ｜ 16.90m 
登録幅 I 5.oom 
登録深さ 1 1.91m 
主機出力｜ 809kw 
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（計画船団B)

｜取組記号B 船田の合理化②（省人化）

従来は、船団全体で43名の人員を配乗しており、船団規模の縮減に伴う適正な人員

体制への移行と漁業後継者の確保に向けた対応が課題。

1.船団規模の縮減による人員配乗の見直しを行い、段階的に省人化を進め、銀金支

の操業体制の確立を目指す。

2.省人化を図りながらも、近隣の高等学校等と連携した新規就業者の育成に向けた

取組み等を行い、将来の漁業後継者の育成確保に努める。

1.船団規模の縮減による人員配乗の見直し

・過去5ヶ年における人件費の実績 単位：千円
平成18年｜平成19年性向唾？｜平成21年同政均年↓I3ヶ年平均i※
297,314 I 369,579 ILJJ砥；-4'8~ 1 250,872 「~樋堕I 305,922 
※過去5ヶ年のうち、算出基礎として適さない年は平均値算出から除外。
(H20度年は決算期間の変更、H22年度は被災による操業の一時停止により。）

・人員配乗の変化
【震災前】 【復興後】

単位：名

船舶の用途i船員数

じ
船舶の用途

復興1～3年目 復興4年目以降
船員数 増減 船員数 増減

網船 I 25 運搬機能
28 3 27 2 付き網船

探索船｜
運搬船｜ 1・2 竺運主搬云船； 

問暢圃副・・ー・・・・・－－－－－－－－－－－－－ ー－－－－－－－－－－－ ー・・・・・岨且岨・－. 。 ... 6 。企 6ー－．．．．．．町帽・4・咽 ．”・・闘・・・・・・ー・骨骨刷 帽耐 a情””・ー憎帽・ーー ・・・・・・・・・ーーー
13 13 

計 41 企 2 40 ... 3 

人数の増減 ... 2名 企 3名

増減率 ... 4.65 % 企 6.98g,色

復興後の人件費 291,694千円 284,580千円

・年齢構成の変化 単位：名
【震災前】
年齢区分 20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計

船員数 2 5 15 7 11 3 43 

【復興後】
年齢区分 20歳未満 20～29最 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計

船員数 3 2 15 5 9 6 40 

周平成27年度より、インドネシアから技能実習生の受入れを開始。
圃初年度は2名を受入れ、次年度以降、船員の就職・離職状況等を見ながら、2名／年の範囲内で受入れを継続0

・技能実習生の人数は船員数全体の内数であり、人件費にも含まれる。

r 

、

【見込まれる効果】

復興4年目以降は、震災前と比較して船員数が3名減少し、人件費21,342千円の削減

が見込まれる。
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（計画船団B)

2.高等学校等と連携した新規就業者の育成

0海洋高校との地域連携による漁業・水産業の担い手育成プロジェクト
茨城県では、次世代の漁業生産を担う人材の育成・確保を施策の重要な柱として

位置付け、多様な人材がいきいきと活躍できる仕組みを作り上げることとしている。

その一環として、平成20年度から3年問、文部科学省と水産庁が連携して行う

「地域産業の担い手育成プロジェクト」の指定を受け、茨城県水産試験場、茨城県立

海洋高等学校、地域の漁協・水産加工協及び水産会社等が共同でプロジェクト事業

とを通じて担い手育成に取組んだ。

同事業の指定期間終了後も関係機関が協力して、県単事業の「特色ある学校づくり

玄盤蔓茎Jにより担い手の育成を進めている。
地域のまき網漁業も平成22年度からこれら取組みに参画している。

0具体的な取組み
まき網漁業では、茨城県立海洋高等学校の海洋技術科と海洋工学科の2年生を
対象に、まき網漁業での企業実習（座学講習、卒業生とのディスカッション、停泊中

のまき網漁船の見学等）を実施。

また、同科3年生のうち、まき網漁業への就業希望者を対象に、漁業実習として塞践
に操業するまき網漁船へ乗船して見学等を実施。

0実施結果等
実習を通じてまき網漁業に対する理解が深まり、一部生徒からは、漁業に対する

悪いイメージが無くなった等の意見もあり、将来的なまき網漁業への就業希望も

出始めたことから、少しずつではあるが、事業の実施効果が見え始めている。

（参考）茨城県立海洋高等学校卒業生の漁業への就職状況

平成20年度 0名

平成21年度 1名（かつお釣り1名）
平成22年度 8名 （まき網7名、定置網1名）

平成23年度 8名 （まき網5名、かつお釣り3名）

平成24年度 9名 （まき網8名、かつお釣り1名）

平成25年度 9名 （まき網8名、定置網1名）

平成26年度 7名 （まき網5名、定置網2名）

座学講習の様子｜、，m
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（計画船団B)

（参考）水産高校等を中心とした地域の漁業・水産業の担い手育成プロジェクトの概要

〔取組みの概要〕

2学年

1学年 I＇学校滋定科目『水産業棟論』

〔実施体制の概要〕

茨城の水産業の概況について基礎知識を身に付ける．

海洋技術科

海洋工学科 海洋食品科 海洋情報科

ー13-



（計画船団B)

取組記号C 船団の合理化③（燃油使用量の抑制）

従来は、船団全体で年間856klの燃油を使用。

低能力の現行船団と比較して、新たに導入する運搬機能付き絹船及び運搬船は主機出力

がアップすることに伴い燃油使用量が増加するものの、適正能力の主機関を導入（又は

搭載済みの漁船を導入）することにより、全体として燃油使用量の抑制に努める。

775 

復興前のA重油平均単価
復興前の燃油費

77.24円／Q
66, 117千円

・復興後の燃油使用量の見込み

民
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企
…

四

増

一
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※5 

※1過去5ヶ年のうち、算出基礎として適さない年は平均値算出から除外。
(H20度年は決算期間の変更、 H22年度は被災による操業の一時停止により。）

※2 I日：運搬船は同タイプの初期モデルのため、主機出力も他船団が使用する同規模船と比較して70～
80%程度の低能力のものを搭載していることから、撚料使用量が非常に少ない。

※3運搬船機能付き網船の使用量は、取得予定船の使用実績に基づく推定使用量。

（参考）取得予定船の燃油使用量実績

平成25年度i平成26年度I2ヶ年平均 l 単位：kl
5121 4711 492 

※4新：運搬船の使用量は、同型類似船の使用実績に基づく推定使用量。

（参考）同型類似船の燃油使用量実績

平成25年度l平成26年度l 単位：kl
実績無し1 529 
※5復興後の燃油費を算出する上で用いたA重油単価は、直近（平成25～26年度）の平均単価。
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（計画船団B)

取組記号D 船団の合理化④（修繕費の削減）

従来は、船団全体で年間58,175千円の修繕費が発生。

1.船団規模の縮減とメンテナンス低減対応の運搬機能付き網船及び運搬船の導入

効果により、大幅な修繕費の削減を見込む。
2.これらメンテナンス低減対応船を導入することで、長期に亘り修繕費の削減効果。

・過去5ヶ年における修繕費の実績
【震災前｝ 単位．千円

船舶の用途｜平成18年度｜平成19年度 【寿哉荷車直1平成21年度 口喧竪聖哲IJI3ヶ年平均 l※1
網船 ｜定 309981 ?.3 874「 f2~BM I 中 33 951 Iー「~.(4@g1 ?.9 608 
探索船I定位；9泌i"""5'.'3321'………・（？＇泌1 行；697'1'布行；；02·~r・.. . . ..・9:・7泌
－－運搬船"T'tti＂＇引・：s・cffl" 刊；－~fa'il"~＂＇ ＂j'(!j：通ぬI":定；絞め9l・－……五：o4.©J·· ··.. ・・・・・・1・・a:・1a2・ 
計 I 65,4241 40, 1431~ ___z塁，Ol961 68 ,957 L＿~－－~f3.－：弱呈1 58.175 

・表中の「中」は船舶安全法に基づく中間検査、「定jは同じく定期検査を受検したことを示す。

・修繕費の見込み
て＼／う7

【復興後】 単位：千円

船舶の用途 復興1値目 復興2年目 復興3年目 復興4年目 復興5年目 5ヶ年平均

運搬機能
15 000 15 000 中 25,000 15 000 定 30,000 20,000 付き網船

善方；運搬船
・・・ー・・ーー・・・・・・咽・・・・・・・ー・・・・・・・ー ・・・・ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 中 ＇2()"666'

・・，..........・・a・．．．．．．‘・・・・ー・，
定 ＇2'5'666

..........・.......‘・・・・・......
10 000 10 000 10 000 15 000 

百十 25 000 25 000 45 000 25 000 55 000 35 000 
－表中の「中jは船舶安全法に基づく中間検査、「定Jは同じく定期検査の受検予定を示す。

※1過去5ヶ年のうち、算出基礎として適さない年は平均値算出から除外。
(H20年度は決算期間の変更、H22年度は被災による操業の一時停止により。）

※2運搬船機能付き網船の修繕費は、取得予定船の修繕実績に基づく推定修繕費。

（参考）取得予定船の修緒実績 単位：千円

平成21年度｜平成22年度｜平成23年度｜平成24年度｜平成25年度 I5ヶ年平均
定 28,3741 16,6401中 34,8931 9,551 I 18,5081 21,593 
－表中の「中jは船舶安全法に基づく中間検査、「定」は同じく定期検査を受検したことを示す。

※3新：運搬船の修繕費は、同型類似船の修繕実績に基づく推定修繕費。

（参考）同型類似船の修繕実績

平成24年度｜平成25年度｜単位．千円

実績無し I 19,819 
－表中の「中jは船舶安全法に基づく中間検査、 f定jは同じく定期検査を受検したことを示す。

【見込まれる効果】

船団規模の縮減とメンテナンス低減効果により、船団全体で修繕費23,175千円の削減

が見込まれる。
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（計画船団B)

｜取組記号E労働環境性の改善（安全性及び居住性の改善）

．運搬機能付き網船

1設計開発の要点

項目 設計開発の要点

省エネ
適正な出力の省エネ対応型主機関を備付け
大口径可変ピッチプロペラを装備

作業性 作業甲板の拡大により作業性が大幅に向上

安全性
十分な乾舷と予備浮力を持たせることで、復原性が大幅に改善
海水の打込みゃ滞留水に対しても十分に対応

居住性
居住面積の拡大により、船員室の個室化（一部で2段寝台を採用）
新漁船設備基準における200トン以上の船舶の基準に準拠

コスト削減
甲板上配管スペース、機関室等における十分なメンテナンススペースの確保
耐食性の高い材質（ステンレス等）を多用

2.主要目の比較

項目 従来船 計画船

長さ（全長） 38.27m 49.96m 

長さ（登録長） 30.20m 41.64m 

長さ（垂線開長） 30.00m 41.34m 

幅 7.20m 10.40m 

深さ 2.80m 3.80m 

満載喫水 2.50m 3.30m 

乾舷 0.429m 0.624m 

GM  1.85m 2.55m 

最大搭載人員 25名 28名

航海速力 12.5ノット 14.5ノット

総トン数 80トン 270トン

主機関 1基×669kw 1基×1,471kw 

補機関 2基×132kw 2基×160kw

プロペラ 4-CPP 4-CPP 

舵 フラップラダー フラップラダー

パウスラスター 1.3tf 4-FPP 1.8tf 4-FPP 

スタンスラスター 一
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3.設備状況の比較

1 ）居住性の向上

（計画船団B)

『総トン数20トン以上の漁船に係る漁船の設備基準J（昭和47年農林省告示第668号）は、漁業許可
の適格性要件として定められているが、漁船船員、特に新規就業者の確保が困難な状況を踏まえ、
船員の居住環境や作業環境の改善、安全性の向上容図るため、平成19年に国際労働機関CILO）の
基準に準拠した形での見直しが行われた。
その際の主な改正点（該当事項のみ）と適合状況は次の通り。

改正前 改正後
計画船の
適合状況

寝台の出入り側の空間幅： 寝台の出入り側の空間幅：

・500トン未満寝台長辺側 45cm以上 ・200トン以上

（寝台短辺側 60cm以上） • 1段寝台 60cm以上

寝室の
（計画満載喫水線以下の寝室 70cm以上）

・2段寝台 70cm以上 適合
床面積等

（計画満載喫水線以下の寝室 90cm以上）

かつ

1人当たり寝室床面積

・200トン以上600トン未満 1.0rri

寝台の
・20トン以上 180cm×60cm以上 ・200トン以上 190cm×70cm以上 適合

大きさ

病室 必要無し 必要無し ※ 

・50トン以上 ・200トン以上

浴室 浴槽文はシャワー付き浴室1室 6人又はその端数ごとに1つ以上の 適合

浴槽文はシャワー設備

－大便器・25人若しくはその端数ごとに ・200トン以上

1個以上 8人文はその端数ごとに1個以上の

便所 又は 大便器文は両用便器 適合

－両用便器：18人若しくはその端数ごとに

1個以上

必要無し ・200トン以上

洗面所 洗面器が6人又はその端数ごとに 適合

1個以上

※設備義務は無いが、居室の一部が病人用に隔離使用できるよう設備され、且つ、当該居室の常用使用者が使用できる
寝台が他の居室に設けられている。

2）労働負担の軽減

従来船 計画船

スペースに余裕が無いため、航海時
十分なスペースを確保することで、安

操舵室
のワツチも少人数で行わざるを得ない

全面にも配慮した適正人数でのワッチ
ことから、担当船員にかかる負担も大

体制が構築され、船員負担も軽減。
きく、安全面にも悪影響。

スペースに余裕が無いため、メンテナ
十分なスペースを確保することで、メン

機関室
ンス時に作業がしづらく、作業時間も

テナンスや換装を容易に竹えるょっl』
要し、担当船員にかかる労力の負担

なり、船員の作業負担を軽減。
が大きい。
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（計画船団B)

・運搬機能付き網船船員室の配置状況

船員室を個室化（一部は2段寝台を採用）したプライバシー配慮型の船員室構造。
主機関の防振支持対応により低騒音化が図られ、各室にテレビ・冷蔵庫を設置

する等、快適性にも配慮。
幹部船員の居室を上甲板上に配置することで、不測の事態にも即応可能。

． 
PCL• D定：CKPI.AN － 

且旦1!l.n盆土

一18-



（計画船団B)

（参考1) 80トン型網船船内設備等の状況

寝室（一般船員用） 浴室室 トイレ

食堂

操舵室
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（計画船団B)

（参考2) 270トン型運搬機能付き網船船内設備等の状況

寝室（一般船員用） 浴室 トイレ

食堂 炊事室 洗面所・洗濯室

操舵室 機関室
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（計画船団B)

・運搬船

1.設計開発の要点

項目 設計開発の要点

省エネ
適正な出力の省エネ対応型主機関を備付け
大口径可変ピッチプロペラを装備

作業性 作業甲板の拡大により作業性が大幅に向上

安全性
十分な乾舷と予備浮力を持たせることで、復原性が大幅に改善
海水の打込みゃ滞留水に対しても十分に対応

居住性 居住面積の拡大により、船員室の完全個室化

コスト削減
甲板上配管スペース、機関室等における十分なメンテナンススペースの確保
耐食性の高い材質（ステンレス等）を多用

2.主要目の比較

項目 従来船 計画船

長さ（全長） 54.55m 66.68m 

長さ（登録長） 46.00m 55.50m 

長さ（垂線聞長） 46.00m 55.00m 

中盲 8.90m 9.20m 

深さ 4.55m 4.30m 

最大搭載人員 13名 15名

航海速力 13.5ノット 約15ノット

総トン数 336トン 370トン

主機関 1,176kw×1基 2,501kw×1基

補機関 147kw×1基、 117kw×1基 199kw×2基

プロペラ 4-FPP 4-CPP 

舵 オーディナリーラダー フラップラダー

バウスラスター 2.0tf 4-FPP 2.6tf 4-FPP 

スタンスラスター 一 2.6tf 4-FPP 

冷凍機 一 37kw×2台

-21 -



（計画船団B)

・運搬船船員室の配置状況

船員室を完全個室化したプライバシー配慮型の船員室構造。
各室にテレビ・冷蔵庫を設置する等、快適性にも配慮。
全船員の居室を上甲板上に配置することで、不測の事態にも即応可能。

-22-



（計画船団B)

（参考1) 336トン型運搬船船内設備等の状況

寝室（一般船員用） 浴室室冨洗濯室 トイレ

食堂 炊事室

操舵室 機関室
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（計画船団8)

（参考2）同型類似船（380トン型運搬船）船内設備等の状況

寝室（一般船員用） 浴室 トイレ

食堂 炊事室

操舵室 機関室
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（計画船田B)

｜取組記号F付加価値向上等 ｜ 

船団規模の縮減に伴い漁獲量が減少する見込みの中で、漁獲量全体の80%以上を
占めるマイワシ・サバ類について、販売単価のアップに取組み、必要売上の確保に
努める必要。
また、計画船団の導入によって操業効率を高め、地域水産加工業に対する良質原魚
の安定供給に努めながらも、集中水揚げ等による魚価下落防止への対応が必要。

1.運搬船による冷海水締め漁獲物の生産を実施。
2.運搬機能付き網船によるコンテナJtッグを活用した漁獲物の小口運搬の実施。
3.運搬機能付き網船及び運搬船による分散水揚げの実施。

・震災前の水揚状況

※過去5ヶ年のうち、算出基礎として適さない年は平均値算出から除外。
(H20度年は決算期間の変更、 H22年度は被災による操業の一時停止により。）

※震災前の水揚げは、全て水氷によるもの。

・直近の水揚状況
数量．トン、金額：千円、平均単価：円／kg

平成25年度｜平成26年度I2ヶ年平均
数量 I 1 OA90 J ~？498 I 9 ，~－~~－ 
金額 1 ：~1:4，~.？o _1 ：~s~ ？3-8~ 1 s~：~，6－~2 
平均単価｜ 87.22 I 79.64 I 83.62 
※直近の水揚げは、全て水氷によるもの。

・復興後の生産計画
数量・トン、金額：千円、平均単価：円／kg

運搬船 運搬機能付き網船
合計

冷海水締め｜ 水氷 ｜ 小計 ｜ 水氷 ｜コンテナバッグ｜ 小計

数量 _I !J~~J ~？？.~~J ~，3＿~~ L －~，~ ~~ L ！~？. L 1.~~~ I ~－·－~62 
金額 _I :i~~，~~~ I ~？＿Q？？.~9.L ~4：~ ？ ~？~ L )9＿~，？~~： L i~.｝~9_1_ ~：？~.－~？.~I ？：~9＿，＿~~9 
平均単価｜ 9S I 86 I 88 I 85 I 180 I 93 I 89 

※1生産数量の合計は、同型類似船団の操業実績を参考に震災前数量の15%減少とした。

※2運搬船と運搬機能付き網船の生産数量割合は、 同型類似船団の実績を参考にした。

（運搬船85%、運搬機能付き網船15%)

※3生産構成別の販売単価設定

， 

、

冷海水締め 冷海水導入船の実績単価を参考に直近（平成25～26年度）実績単価の110%とした。

水氷 直近（平成25～26年度）実績単価とした。

コンテナJfッグ 鮮魚取扱業者の買付相場を参考に180円／kgとした。

【見込まれる効果】
運搬船を中心とした付加価値向上等の取組みにより、資源管理を推進しながら収益性の
高い生産体制へ移行することが可能となり、水揚金額62,557千円の増加が見込まれる。

-25 -
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（計画船団B)

・具体的取組み

1運搬船冷海水締め漁獲物の生産

冷海水鎗において製造した冷海水（2。C前後）と砕氷が入った水氷の中ヘ漁獲物を
投入することで、漁獲物は即殺され、死後の鮮度保持効果が向上。

この際、魚体温度等による水温上昇を抑え、鮮度保持効果を持続させるため、漁獲物
の積載量は魚鎗容積の30%程度とする。
運搬中は、各魚鱗内の温度センサーを用いた温度管理を行い、必要に応じて砕氷の
追加使用等の対応をすることで、水揚げまでの問、高鮮度状態を保持。
本計画では、鮮魚・加工原料向けを想定した400g以上のサバ類を中心lこ生産実施。

0設備内容
船首方向今

－冷凍機
37kw×2台

－冷海水槍
2a.42m×2箇所

－冷却時間
+25°C→＋2°C 約10時間で冷却

0冷却効果

16 

12 

~ 8 
ll::: 

4 

。。 24 

時間

【見込まれる効果】

約24時間以土の i 船上で直ちに冷却処理した漁獲物は、予冷しない
鮮度保持効果 I 場合と比べてK値で1日程度の鮮度保持効果の違

いが生じる。（左図を参照。）

48 

（マアジの重参考例）

予冷しない場合、K値の差だけではなく、魚肉の

軟化、旨味の低下が進行し、時間の経過とともに

著しく品質が劣化する。

※K1直
鮮度の指標として用いる数値で、刺身には20%以

下、加熱用には20～50%以下が適し、値が小さい
方が鮮度は良好。

漁獲後の速やかな冷却処理により高鮮度化が図られ、鮮度保持効果が向上。

付加価値向上による増収効果は勿論のこと、砕氷の使用量も削減。
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（計画船団B)

2.運搬機能付き網船コンテナバッグを活用した小口運搬

魚体の弱いマイワシを中心に、積込み、運搬、水揚げ等の各作業工程において、
漁獲物が擦れたり潰れたりする等して傷み易いことから、鮮魚向け販売を想定した
小口運搬を実施。（11 fックあたり0.2トン程度の積込み）
小口運搬による魚体へのダメージ軽減と水氷による十分な冷却を行うことにより、
鮮度向上を図る。

OコンテナJ心；Jグによる運搬事例

0運搬機能付き網船の魚鱒使用イメージ

【見込まれる効果】

コンテナバッグ（2魚鎗）
1魚崎あたり101＜ック積蟻

4トン／日（1魚鎗あたり10パック×2魚鱒）を目標に生産に取組み、地元における

約50トン／日の鮮魚向け需要の中での差別化を図ることで、増収効果を期待。

マイワシ以外の魚種についても、漁場形成、漁獲状況、市況、買受人の意見等、

様々な要因を考慮しながら適宜実施。

※費用の概算

・マイコン（魚用）及び内袋、メッシュパレット、ダンプレート、吊り金具の一式で組盟互E。
－内袋は使い切りになるが、その他資材は十分に洗浄等を行いながら複数回の使用が可能。

設備導入費用 10万円×10セット×2魚鎗＝200万円

-27 -



（計画船団B)

Oコンテナバッグの仕様等

－マイコン（魚用）

品名 マイコン｛魚用｝
容量 1020L /75晶ε
本体 IOOOmmφ＂130悶mmh
位入口 調IL
t露出口 調置し
様，、－トナι，a
~m.t E鐘いつけ舞L

E 骨 #. m e河電冨 四百 姐 符号

1 ::s: e・E pp 119,0dt nx  13 tlドラミ翌，
2 liE 田 pp 2 ’94。dt13Xl3ターラミ 菅雪
4 D GI fllft" pp 4 ’940dt 13X 13 且~·官
6 ’E桶 PP l940dt 13 >< 13再悦膏

Sミ Rベルト pp 2 70mmm白眉～直1品。何回
＠ 園田園‘J-9'・ーヲ-- 2島町mm 1200mm 
10 産量量へー帥 PP I 7告別mr!l 岨

16 PE同盟 PE I 0.15－刑判印刷.担＂＂＇明m 軍~－A.
司ヲ マ.，.，聖子－7 2 
18 必丞’'illiil望芯 I B本マタイ僅百号ベJレ
幅四 回 2014年由F188 ~＝~ AKAMA 
四竃

トー－ 1000φ 一一→｜ 日本マタイ様式東会京社&'I台コ東ン予区f元&I¥浅東京富曽義旗
〒11ト8522 •2-6-7 

※マイコン（魚用）だけでは縫い目から水漏れが起こるため、水漏れ防止用！こPE製内袋を使用。

・コンテナバッグ収納用メッシュパレット
＜特長＞

・メッシュ構造で軽量・強い強度を確保。

・折りたたみ・段積みも可能。

寸法L1,050×W1,050×H1,000

荷重：1,000kg

自重：61kg

仕上：三価クロム電気亜鉛メッキ

－ダンプレート（中空プラスチック構造板）
マイコン（魚用）と収納用パレットの摩擦軽減と断熱効果を目的として、パレット内側の側面及び

底面に使用。

ロ1ANPLATE

＜特徴＞ ・衝撃強度、圧縮強度が抜群、耐薬品性・耐油性・耐水性に優れている。

・断熱性・遮音性にも効果を発揮。弾力性・復元性に優れている。

・一体構造のため、両面と中芯の景lj離の心配がない。

・軽量で、裁断・折り曲げ等の加工、取扱いが容易0

・導電性があり、静電対策に最適。防塵効果も抜群。
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（計画船団B)

・使用漁船における漁獲物の積載可能状況

l運搬船 l

容積（『rOI 積載量（トン） ｜ 備考

No:J J::tU 67.4~ I .40 _I 積付率~~~－
N＿~： 2· _I:):・U 7 4.66 I 'i_~ I 積付率~~~
No}_ J::tU ~o.~？~ I 2~（1 積付率3.~~－
NoA J::tU ~6.91 I $-2-
-N~：？＿ f:ti-1 90.27 I !;)4 
Np：~－ f :H-1 ~~.44 I 9:4 
No.7 F.H.-1 80.35 I -48 I 
計 I570.36 I 274 I…（A) 

・No.1～3魚鎗の積載量は、冷海水の使用と併せて冷却斑を無くし高鮮度化に努めるため、容積の30%とした。
・冷海水を使用しない魚鎗の積載量は、現状の使用状況と同じく容積の60%とした。

・・・（B)

・コンテナJfッグへの積載量は、魚体保護及び高鮮度化に努めるため0.2トン／袋とした。
・コンテナバッグ使用を除く魚鎗の積載量は、現状の使用と閉じく容積の60%とした。

積載量合計！ 盆d 一（A)+(B) 
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（計画船団B)

0砕氷の使用量削減効果

－震災前の砕氷使用量

実績水揚量

砕氷使用量 i 5,809 

－復興後の砕氷使用量見込み
数量：トン、金額：千円

＼＼  
運搬船 運搬機能付き網船

冷海水締め 7Jく氷 小計 7J<Jk コンテナバッグ 小計

計画水揚量 1,773 5,590 7,363 1, 191 108 1,299 
聞園田ー岡田町ー帽・圃圃同司暗・・ 同ーーー・圃・ー－ －圃圃圃 圃ー－ －圃圃圃圃圃圃曲副 圃圃圃圃ー・圃 E 園田園圃司 回ーー甲町田ー圃・ーーー 圃・ーー圃ーーーーー・圃圃 圃園田園ーーーーー圃量圃

計蘭砕氷使用量 532 2,907 3,439 619 43 662 
- - －ーー圃圃ーーーーー・ー， E 回暗闇帽曹関帽圃，，圃曲圃 圃圃・ーー圃圃圃咽司・・ 四圃圃曹司園田園圃圃圃匝園 ー，，咽，－・卑咽・・咽咽 ’ R 明司’明暗再開冒圃帽聞 ”・ーー帽ーーー・園田・

砕氷使用額 5,039 27,535 32,574 5,863 407 6,270 

砕氷使用量割合 30.00% 52.00% 46.71% 52.00% 40.00% 50.96% 

※2 ・〉長3 ※4

※1砕氷の単価は、トン当たり9,472円。

※2砕氷使用量割合は、冷海水導入船の使用状況を参考とした。

※3砕氷使用量割合は、鮮度保持強化に取組む近年の使用状況を勘案して設定。

※4砕氷使用量割合は、コンテナ方式探用事例の使用状況を参考とした。

砕氷使用量の増減.1, 161トン
増減率 . 22.06 % 

復興後の砕氷使用額 38,844千円

， 
【見込まれる効果】

合計

8,662 
圃岨圃圃ーー・・ーー圃圃．

4,101 
ーーーーーーーー園開恒司恒

38,844 

47.34% 

水揚量の減少及び冷海水の使用等に伴い、砕氷使用量1,161トン、砕氷使用額

10,996千円の削減が見込まれる。、
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（計画船団B)

3分散水揚げ

近年の操業は、燃料価格の高騰、操業ロス回避の考えから、漁場が分散し難く、

漁獲物の水揚げも漁場至近港へ集中する傾向があり、集中水揚げ時は魚価が

暴落し、混雑から水揚げ時間が長時間に亘り、船員の労働負担も大幅に増加。

指の乗りが良い大型のサバ類が漁獲される三陸沖での操業を中心にして、各船

の鮮度保持能力と運搬能力を最大限に活用し、市場の需給バランス等を考慮し

ながら分散水揚げを実施。（復興1～2年目は、計画船団Aとの共同運搬も並行

して実施し、分散水揚げを強化する。）

また、受入れ環境の改善が見られる三陸～常磐エリアの被災各港（大船渡、女Jll、
塩釜、小名浜等）について、漁場形成、復旧状況等に応じて適宜活用。

0季節毎の漁場形成と水揚港利用のイメージ
※ 留中の漁港名に併記した数量l立、各港における漁獲物受入可能量の目安。

(12～6月、常磐j中） (7～9月、八戸j中） (10～11月、三陵j中）

亙坐ι』姐と之i

盤平・塗蝿（3ぽXlf.'-'l昌平．ヨ智歯内 αmト＇－＇l

（
復
興
前

）

漁獲物を積載できるのは運搬船のみで、遠隔地へ透徹すると翌日の煉集に間に合わないことから、至近港を中心に運徴。

水揚げが集中した至近港では、処理能力を超えると魚価が暴落し、売上げが伸び悩む傾向。

量二匹 置値目αlOf.',)
昌 平 曹曲目αXlト＂＇） ＇

（
復
興
後
） 必盆溢血血と与i

運搬機能付き網船にも漁獲物積載が可能となることから、必要に応じて、適室、 分散水揚Ifを実施し、適正魚価の確保に努める。
計画2年目以降は、計画船団Bの参加により共同運搬も可能となるため、より効率的、思つ、効果的に分散水揚げが可能。
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（計画船団 B)

0共同運搬時における積載パターン

計画船団B 計画船団A

（操業船） （積載船） （操業船） （積載紛）

＜ア：：能，：~I ＜蹴船 B I 

＜運搬船 A ｜ 

ぞ官ア｜ ＜ミヂド ｜ 

＜運搬船 B ｜ 

ー今

【見込まれる効果｝

分散水揚げにより魚価安を回避し、適正魚価を保つことで

地元j巷への搬入機会増加により、地域水産加工業に対する良質原魚の供給強化。

水揚作業がスムーズに行われることで水揚時間の短縮に繋がり、船員の労働負担も軽減。

被災地域での水揚げ実施により、まき網漁獲物の販路回復・拡大に繋がり、関連作業の
活性化にも貢献。

※共同運搬は、試験的取組みで、あって、計画2船団が同一程度の回数を実施予定である

ことから、積載運賃等の料金精算は行わない。

q
L
 司。



（計画船団B)

｜取組記号G 漁港機能の回復に伴う水揚げの促進 ｜ 

・波崎漁港の歴史

波崎漁港は利根川河口を利用した河川港から始まり、昭和26年に第3種漁港の指定

を受けて防波堤及び岸壁等の整備が進められ、昭和40年代は大中型まき網漁業、

沖合底びき網漁業、かつおまぐろ漁業等の沖合・遠洋漁業、その他沿岸漁業が存在し

賑わったが、利根川からの土砂の流入により漁港内の水深維持が困難になったこと

から、昭和48年から新漁港の建設に着手し、昭和63年4月に漁協事務所及び魚市場

機能を移転し、ほぽ現在の姿となった。

昭和ao牢（両川選1 圃圏直・圃圃盟E

認条盃た主~：~－.. ~:tご晶－＇：う？．．，．‘；＜ ．，：、一；， ／ 

・地域水産業の状況変化

新漁港移転後、平成元年度には大中型まき網漁業によるイワシ・サバ類の水揚げで、

水揚数量約22万トン、水揚金額約48億円を記録したが、その後、水産資源の減少により

水揚げが激減し、基幹業種の大中型まき網漁業が廃業等の厳しい情勢に追い込まれた。

これら悪影響は水産加工業にも波及し、波崎地区の水産業全体が危機的な状況に

陥る中、大中型まき網漁業においては、行政の支援を得ながら減船・休漁等の資源

回復に向けた取組みを実施し、その後、サパ類資源に増加傾向が見られたことから、

水揚げも徐々に回復し始め、水産加工業においては海外輸出にも積極的に取組む等、

地域としては活力を取戻しつつあった。

・東日本大震災の発生

水産業を取り巻く環境が改善し始めた矢先、平成23年3月に東日本大震災が発生し、

漁船、漁港及び関連施設等が甚大な被害を受け、併せて東京電力（欄福島第一原子力

発電所の放射能漏れ事故による風評被害により、波崎漁港での水揚げや水産加工業

による水産製品の製造・販売が完全にストップした。

・復興に向けた取組みの状況

未だ震災の影響は残るものの、大中型まき網漁業は操業を再開し、行政の指導の下、

放射能測定検査を行う等、漁獲物の安全性確保に努め、収益性の高い操業形態への

移行を進めながら、漁業活動を継続している。

また水産加工業も、販路回復に努めながら、新たに消費者ニーズに合わせた圏内向け

水産加工品の開発・販売や海外輸出に向けた施設整備等にも積極的に取組んでいる。
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（計画船団B)

【大中型まき網漁業による波崎漁港への水掲げの状況】

・震災前5ヶ年の水揚げ実績 数量：トン、金額．千円（税抜）、平均単価kg／円

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平均

数量 59,029 45 907 11 801 16 420 21 468 30,925 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー，． ..・・・・ーーーーーー..，ーー・・・・・ーーーーーーーー，．’‘，．，・ー－－－ー．．．．，．，．．．．．．，．ーー・ー・圃．’‘ ・・．．，・・・－・・・・・・・・・・・ーー.......。...・・..・・ー・..........・．．．．－ー・・．．－ーー・・・咽・冒ー・ ・・・・・・・・・ー‘..，・・・・ーー・－， ・ー－・・・・..............，・ー・ー・ー．
金額 2,528,651 2,726,061 714 692 496,403 1 043 318 1,501,825 －ー・・・・．．．．．．，，，．．．．．．．．．． ・・・・・ー・・・，．．．．．．．．．．．・・・.......・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．‘・‘・・・・・・・・・.............・・．．，．．．．．‘・・．．．．．．..‘ー...‘・・・・・・・4・ー...・.’“・・・．．．． －－－－－－－－・・a・・・・・・．．．．．．．．．．．．．，．．－．．．．．．．．．．．，，．．・e・・a・・ー...・・．．，．
平均単価 42.84 59.38 60.56 30.23 48.60 48.56 

主な魚種 サパ類56'1も カタクチイワシ64%サパ類59% カタクチイワシ51%カタクチイワシ62%カタクチイワシ62%

と数量割合 カタクチイワシ29%サパ類33% カタクチイワシ40%サパ類47% サパ類28% サパ類28%

0波崎漁港におけるまき網漁船の水揚量は、平成元年度の約22万トンをピークに激減した
が、その後は年間5～7万トンのレベルで推移。（平成20～21年度は、河J11からの流入土砂
が港内に堆積したことによって水深不足が生じ、船舶の出入港が制限されたため水揚げが

大幅に減少。）

O所属まき網船団が地元港多墓地とした操業を行う12月～翌年7月、加工原料・館料向けの
立三題、舘肥料向けのカタクチイワシを主体とした水揚げ。

・震災後の水揚げ実績 数量：トン、金額．千円（税抜）、平均単価kg／円

平成23年度 i平成24年度｜平成25年度！平成26年度 I 平均
数量 I .~ .1. .~ .. .9.~ ~ .I. ~！.~ ?.6 .1 ?.O~o1 ~ I 1.~~.~~ ・・・・・・・・..目・．．．．．．．．．．．．“”“...................................い日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......・・............・．．．．．目・．．．．．．．．””・・・.......・・・ ．．． 
金額 I ~94 I. 61 ... 16~ .I. ~6?. ... ~15 .1 j _,_9.9,4! j 62 I 401.~ ＿041 ・．．．．．．．．．．．．．．．．．．・・・・・..・ーョ・..・・a・・ー－－ ........ーーーー・・・・ ・・・・・・一．．．．．司・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・U日.........................・・・ ・ ・．．． 
平均単価｜ 76.001 58.761 61.651 50.171 53.94 

主な魚種 t噌山M 耐
と数量割合 υ 〆 •v…

カタクチイワシ91%Iマイワシ55'1も ｜サパ類88% 1サパ類72%
マイワシ9% ｜サパ類45% ｜マイワシ11% 1マイワシ24%

0震災以降～平成25年1月までの聞は、福島第一原発放射能漏れ事故による風評被害の
影響及び漁港及び関連施設の復旧工事のため、水揚げはほぼ皆無。

0風評被害の影響等もある中、平成24年2月より餌肥料向けのカタクチイワシの水揚げから
試験的に再開され、その後、漁獲魚種に変化が見られて、加工原料向けのマイワシ・サパ

類を主体とした水揚げにシフト。

0風評被害の減少、漁港及び関連施設の復旧工事の完了等、受入れ環境が整うにつれて
徐々に水揚量は増加するも、震災前の平常レベルには遠く及ぱず、 水揚げ回復に向けた

更なる対策が必要。

一34-



（計画船団B)

【波崎地区水産加工業の設備概要及び営業状況】

0事業者数
27事業者（個人10事業者、法人17事業者）

0冷蔵・冷凍能力
冷蔵：21ヶ所 122,000トン 冷凍：12ヶ所 1,800トン

その他、必要に応じて関東近郊の営業用冷蔵庫を使用。

0取扱い魚種
サパ類、マイワシ、カタクチイワシ、アジ等

0製造品目と製造量（平成26年実績）
主な販路品目 ｜ 数量 ｜ 主な用途

｜海外蹴出 水産商社を通じて、東南アジア、中東、西アフリカ等

数量．トン

冷凍品 I 115,587 I加工原料
養殖餌料

大手水産会社、水産商社を通じて全国の水産加工会社

水産商社、金漁連等

翻昧加工品1 12！ ~43 I缶館、みりん干し、漬け魚等！大手水産会社~OEM）、スーパー・土産物店等 ~NB'.

鮮魚 .I 6!8681 ｜築地中央卸売市場、関東～関西地区地方卸売市場
I i魚粉 ｜飼料配合集者

飼肥料 I 6.486 I I 
， ．養殖用銀料（ペレット原料）｜主に四国・九州地区水産商社

干物・塩蔵品J 1!474 I ｜関東・中部、関西の地方卸売市場、スーパー、問屋等

その他 I 1, 149 I冷凍食品 ｜大手水産会社、生協、問屋等

合計 I 144,407. 

0近年の取組み状況
輸出拡大に向けて、国のHACCP対応のための施設改修支援事業を活用し、 関連施設の衛生高度化を推進。

国産水産物の流通の目詰まりを解消するため、 f国産水産物流通促進事業Jを活用した製造販売の実施。

・課題と今後の取組み

0地元港を通じての地域水産加工業に対する源魚供給量は圧倒的に不足。

0近年増加した海外輸出以外にも、計画船団による「取組記号F」（本資料P.25を
参照）の取組みを通じて供給される高鮮度漁獲物を用いた魅力ある国肉消費向け

水産加工品の製造・販売を強化。
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（計画船団B)

【波崎地区水産加工業における加工製品等の一例】

（鮮魚・冷凍晶）
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（干物・冷凍食品）




